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第 1 章 はじめに 
１．背景、目的 

 

日本国特許庁(JPO)が運営する検索データベース（DB）である特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」

では、特許・実用新案、意匠、商標公報等の検索を行うことができ、その基本的な検索方法及び各サー

ビスの利用方法についてはガイドブック、マニュアルが存在している。また、J-PlatPat に収録されている

案件には、例えば商標公報であれば願書や出願人、商標、指定区分、指定商品・役務などの各項目が

完全な形で記録されており、データの欠損はないと言っても差し支えないレベルである。 

そうしたなか、ジェトロでは、2014 年度～2016 年度にかけて、ASEAN6 カ国知財庁が提供する検索

DBの調査を継続的に行っているところ、過去の調査では、同調査から得られるデータを加工して、例え

ば産業財産権の出願から権利化までに要する期間や、出願件数の多い上位出願人の情報等を種々の

観点から明らかにするまでは至っていなかった。 

そこで、本調査では、かかる事情に鑑みて、2016 年度の上記調査内容をアップデートするとともに、

新たに、上記検索DBから得られるデータを加工して産業財産権の権利化までに要する期間等の統計

情報に関する調査を行い、これら調査内容の報告書を作成することを目的とする。 
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２．調査概要 

 

本報告の対象は、アセアン１０か国の内、特許・実用新案など、いわゆる特許調査に利用できるデー

タベースを提供しているインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの６か国で

あるが、本報告書ではインドネシアを扱う。 

上記６か国の内、データベースを英語で提供している国は、マレーシア、フィリピン、シンガポールの３

国であり、インドネシア、タイ、ベトナムにおいては原語での検索・表示となる。検索ページが原語で表示

されるデータベースもインターフェースを英語に切り替えられ、検索項目などを確認できるものもあるが、

インドネシアデータベース(DGIP)やベトナムの登録特許データベース（DigiPat）のように検索、表示画面

が原語のままの検索ページもある。 

 

インドネシアにおける利用可能なデータベースをアセアン各国と比較し、下表に示した。特許・実用

新案では PATENTSCOPE(WIPO)、ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)、FOPISER(JPO)、意匠では、

ASEAN DesignView(EUIPO)、商標では ASEAN TMview(EUIPO)や Global Brand(WIPO)などのデータ

ベースも活用して調査することになるが、これら各国横断的に検索できるデータベースについては、別

途、報告しているのでそちらを参照願いたい。 

 

したがって、本報告書におけるインドネシアの調査手法としてのデータベースは以下を紹介した。 

・インドネシア知的財産権総局（DGIP）：特許・実用新案、意匠、商標 
 

アセアン各国の収録情報を確認できるサイト一覧 

    ID MY PH SG TH VN 

特許・ 

実用新案 

各国知的財産庁 ● ○ ○ ○ ○ ○ 

PATENTSCOPE ● ○ ○ ○ ○ ○ 

ASEAN 

 PATENTSCOPE 
● ○ ○ ○ ○ ○ 

FOPISER － － － ○ ○ ○ 

意匠 

各国知的財産庁 ● ○ ○ ○ ○ ○ 

DesignView － － ○ － － － 

ASEAN DesignView ● ○ ○ ○ ○ ○ 

Global Design ● － － － － － 

Hague Express ▲ － － △ － － 

商標 

各国知的財産庁 ● ○ － ○ ○ ○ 

TMview － ○ ○ － － － 

ASEAN TMview ● ○ ○ ○ ○ ○ 

Global Brand ● ○ ○ ○ ○ ○ 

ROMARIN － － △ △ － △ 

FOPISER － － － － ○ ○ 

ID:インドネシア、MY:マレーシア、PH:フィリピン、SG:シンガポール、TH:タイ、VN:：ベトナム 

    収録内容が乏しい DBは△で表示した。 
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上記サイト一覧で紹介したインドネシアの調査に利用できる DBの URLを以下に示す。 

 インドネシア知的財産権総局（e-Status）：http://e-statushki.dgip.go.id/ 

 インドネシア知的財産権総局（PDKI）： 

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2 

 PATENTSCOPE(WIPO)：https://patentscope.wipo.int/search/en/structuredSearch.jsf 

 ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)：http://ipsearch.aseanip.org/wopublish-search/public/  

FOPISER：https://www.foreignsearch.jpo.go.jp/ 

ASEAN DesignView：http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome 

ASEAN TMview：http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome 

Global Brand Database：http://www.wipo.int/branddb/en/index.jsp 

 

また、インドネシアが未収録か、収録内容の乏しい DB の URL は以下である。 

    意匠検索 DB 

  DesignView：https://www.tmdn.org/tmdsview-web/welcome (EUIPO) 

  現状ではフィリピンのみ収録 

 Global Design：http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp (WIPO) 

  現状では ASEAN のうちインドネシアのみ収録するが、ASEAN DesignView で代替できる。 

 Hague Express：http://www.wipo.int/designdb/hague/en/ (WIPO) 

  インドネシアとシンガポールを収録するが、収録内容が乏しい。 

    商標検索 DB 

 TMview：https://www.tmdn.org/tmview/bookmark?q=ipvalue&lang=en# (EUIPO) 

  現状ではマレーシアとフィリピンのみ収録 

 ROMARIN：http://www.wipo.int/romarin/search.xhtml (WIPO) 

  フィリピン、シンガポール、ベトナムを収録するが、収録内容も乏しい。 
 

EUIPO（欧州連合知的財産庁：European Union Intellectual Property Office) 

WIPO（世界知的所有権機関：World Intellectual Property Organization） 

AWGIPC（ASEAN知的財産協力作業部会：ASEAN Working Group on Intellectual Property 

Cooperation） 

 

 

 
 

  

http://e-statushki.dgip.go.id/
http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
https://patentscope.wipo.int/search/en/structuredSearch.jsf
http://ipsearch.aseanip.org/wopublish-search/public/patents;jsessionid=C61A7E25189B0D882D2771F0A8387A1E?0
https://www.foreignsearch.jpo.go.jp/
http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome
http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome
http://www.wipo.int/branddb/en/index.jsp
https://www.tmdn.org/tmdsview-web/welcome
http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp
http://www.wipo.int/designdb/hague/en/
https://www.tmdn.org/tmview/bookmark?q=ipvalue&lang=en
http://www.wipo.int/romarin/search.xhtml
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第 2 章 インドネシアＩＰデータベース 
 

1．概要 
 

インドネシア知的財産権総局（Direktorat Jenderal Kekayaan Intelektual Kementerian Hukum Dan 

Hak Asasi Manusia ：DJKI（英語表記：Directorate General of Intellectual Property Rights : DGIP））の

ウェブサイト(http://www.dgip.go.id/)上のデータベースで、インドネシアの特許・実用新案、意匠、商標

及び著作権の検索ができる。 

 

その他、特許および実用新案では、PATENTSCOPE(WIPO)、ASEAN PATENTSCOPE(AWGIPC)が、

また、欧州連合知的財産庁のデータベースでもインドネシアの意匠、商標検索が、そしてWIPO サイト

では商標データベースとして Indonesia Trademark Database および Global Brand Database が利用で

きる。 

 
 

１．１ インドネシア知的財産権総局ウェブサイト 

 

インドネシア知的財産権総局（DGIP）のウェブサイト（http://www.dgip.go.id/）から特許・実用新案、

意匠、商標及び著作権の検索ができる。

 
トップ画面で e-PENELUSRAN HKIをクリックすることで表示されるタブから E-Status HKI

を選択することで検索画面に移動する。 

 

http://www.dgip.go.id/
http://www.dgip.go.id/


 

 

8 

 

 
 

 

 
Paten：特許、Merk：商標、Desain Industn：意匠、Hak Cipta：著作権 

 

 上記、DGIPのデータベース e-Status Kekayaan Intelektual (http://e-statushki.dgip.go.id/)を「e-

Status」と略称することもある。 

 

ウェブブラウザはMicrsoft Edge または Google Chrome推奨。 

Internet Explolerの場合、簡易検索画面の上に詳細検索画面のようなものが表示されるが、正しく表示

されない。 

 

 また、同じ DGIP のサイトで、2017年に書誌、要約に限定した特許・実用新案、意匠検索が可能な検

索網羅性の高いデータベースが公開された（Pangkaran Data KI Indonesia： 

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2）ので本報告書でも紹介する。

以下、「PDKI」と略称することもある。 

 

  

 

http://e-statushki.dgip.go.id/
http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
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１．２ PATENTSCOPE 

世界知的所有権機関(World Intellectual Property Organization：WIPO）が運営するワールドワイドな

主として PCT 特許を中心に特許・実用新案を収録してきたデータベースであるが、最近は PCT 以外の

各国特許庁の特許・実用新案の収録も積極的に実施し、ASEAN においては、シンガポール、ベトナム

に次いで、2017 年 8 月にブルネイ、カンボジア、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイが収録され、

8 か国となると共にベトナムについては収録情報がさらに追加された。 

 

１．３ ASEAN PATENTSCOPE 

 ASEAN知的財産協力作業部会（ASEAN Working Group on Intellectual Property Cooperation： 

AWGIPC）が運営を始めたブルネイ、インドネシア、カンボジア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、

タイ、ベトナムの 8か国に関する特許・実用新案に関するデータベースである。 

 

１．４ 欧州連合知的財産庁ウェブサイト 

 欧州連合知的財産庁(European Union Intellectual Property Office：略称 EUIPO)（旧称：欧州共同体

商標意匠庁(OHIM)）が運営するWorldwide な意匠データベースDesignView（https://www. 

tmdn.org/tmdsview-web/welcome）および商標データベース TMview（https://www.tmdn.org/ 

tmview/welcome）とは別にアセアン９か国の意匠、商標を検索できる ASEAN Design View  

(http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome)および ASEAN TM View  

(http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome)がある。 

ASEAN DesignView、ASEAN TMview の収録国は、ブルネイ、インドネシア、カンボジア、ラオス、マレ

ーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの９か国である。 

 

１．５ WIPO Global Brand Database 

Global Brand Database（http://www.wipo.int/branddb/en/）は WIPO が運営しているワールドワイド

な商標データベースである。インドネシア知的財産権総局（DGIP）のサイトにはない多彩な検索、表示

機能もあり、ASEAN TMview とは異なる検索項目・表示項目も存在し、有用である。 

 

１．６ FOPISER 

２０１５年８月、日本特許庁は外国特許情報検索サービスとして「FOPISER(Foreign Patent Informa 

tion Service)」をリリースした。このサービスでは２０１７年１２月現在、ASEANでは、シンガポール・タイ・

ベトナムの特許・実用新案、および、タイ・ベトナムの商標の検索が可能となっている。 

 

上記、１．２～１．６の各国を串刺しで検索できる各国共通データベースの取扱い説明等詳細は、別

途報告する「ASEANにおける各国横断検索が可能な産業財産権データベースの調査報告」を参照願

いたい。 

 

インドネシアに関する本報告書では、上記DGIP および PDKIの特許・実用新案、意匠、商標検索デ

ータベースを紹介する。 
 

  

https://www.tmdn.org/%20tmview/welcome
https://www.tmdn.org/%20tmview/welcome
http://www.asean-designview.org/tmdsview-web/welcome
http://www.asean-tmview.org/tmview/welcome
http://www.wipo.int/branddb/en/


 

 

10 

 

２．直近の主な変更点 

 インドネシアの特許情報がラオス、ミャンマーを除く ASEAN 諸国と共に PATENTSCOPE およ

び ASEAN PATENTSCOPE に収録され、PATENTSCOPE においてはワールドワイドな、

ASEAN PATENTSCOPE においてはASEAN8 か国が串刺し検索できるようになった。 

 ASEAN PATENTSCOPE と同様のインターフェースでインドネシア特許・実用新案を収録した 

Pangkalan Data KI Indonesia も（http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish -search/public/ 

home?0）もリリースされた 

 その他、インドネシア知財関連データベースとして以下もリリースされた。 

 Pangkalan Data KI Komnal（インドネシア伝統工芸）( http://kikomunal-indonesia.dgip.go.id/) 
 

 

３．日本の J-PlatPat との相違点 
 

 マニュアルが存在しない 

 各種法律状態での絞り込みが可能 

 特許・実用新案のキーワード検索は発明の名称、要約のみ可能 

 検索後の一覧表示では各種ソート機能がある。 

 経過情報、包袋情報にアクセスできない。 

 著作権の検索が可能。 
 

  

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish%20-search/public/%20home?0
http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish%20-search/public/%20home?0
http://kikomunal-indonesia.dgip.go.id/
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第３章 特許・実用新案 
１．特許・実用新案検索データベース DGIP eStatus 

１．１ 検索データベース仕様一覧 

特許・実用新案 

URL (検索) http://e-statushki.dgip.go.id/ 

言語  
検索：インドネシア語 

表示：インドネシア語 

検索条件項目 

Cari Berdasarkan Nomor(番号検索) 

Nomor Permohonan Paten(出願番号) 

Nomor Paten(特許番号)  

Nomor IPC(IPC分類) 

Nomor Prioritas(優先権主張番号) 

Nomor Urut Permohonan(出願番号の下四桁) 

Nomor Pengumuman(公開番号) 

Cari Berdasarkan Teks(テキスト検索) 

Judul Permohonan(発明の名称) 

Abstrak(要約) 

Nama Inventor(発明者) 

Nama Pemegang Paten(出願人・権利者) 

Nama Konsultan Paten(代理人) 

Klaim(請求項の数) 

Cari Berdasarkan Tanggal(日付検索) 

Tahun Permohonan(出願年) 

Tanggal Penerimaan(出願日) 

Tanggal Pengumuman(公開日) 

Tanggal Kepemilikan(権利開始日) 

Tanggal Pemberian(登録日) 

Tanggal Kadaluarsa(失効日) 

Cari Berdasarkan Lokasi(出願人・権利者等国籍情報) 

Asal Permohonan(最初の出願国) 

Kewarganegaraan Inventor(発明者国籍) 

Kewarganegaraan Pemilik Paten(出願人・権利者国籍)  

Kewarganegaraan Konsultan Paten(代理人国籍) 

http://e-statushki.dgip.go.id/
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特許・実用新案 

入手可能情報 

Status（法律状態）  

Ditolak（拒絶） 

Diberi（登録） 

Batal（取消） 

Dalam Proses（係属中） 

Berakhir（満了） 

Jumlah Pencarian(検索数) 

Semua(総数) 

PUBLIKASI A（公開公報） 

PUBLIKASI B（登録公報） 

EKSPOR PDF（書誌 PDFダウンロード） 

STATUS（法律状態）  

TANGGAL PENERIMAAN（出願日） 

TANGGAL PENGUMUMAN（公開日）  

NOMOR PENGUMUMAN(公開番号)  

NOMOR PERMOHONAN（出願番号）  

NOMOR PATEN（登録番号）  

TANGGAL KADALUARSA（権利抹消日）  

TANGGAL KEPEMILIKAN（権利開始日）  

TANGGAL PEMBERIAN（登録日）  

Abstrak（要約） 

PRIORITAS（優先権情報） 

Nomor（番号）  

Tangga（日付）  

Kewarganegaraan（国籍） 

IPC(国際特許分類) 

PEMEGANG PATEN(出願人・権利者情報)  

Nama（出願人・権利者名）  

Alamat（住所）  

Kewarganegaran（出願人・権利者国籍） 

INVENTOR（発明者情報） 

Nama(発明者名)  

Alamat（住所）  

Kewarganegaran(発明者国籍) 

KONSULTAN（代理人情報） 

Nama（代理人名）  

Alamat(住所)  

Kewarganegaran(代理人国籍) 
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１．２ 特許・実用新案レコード収録 

 

侵害防止調査のためには、できる限りレコードが網羅的に収録されたデータベースによる調査が

必須である。たとえば JP・US・EP のいわゆる 3極の特許を調査する際には、J-PlatPat をはじめ各国

知財庁で運営するデータベースでも、欧州特許庁が運営し世界各国の特許情報を収録する

DOCDBでも、さらに商用データベースでも網羅的な収録が実現されており、もれのない調査が可能

であることが経験上分かっている。本節ではインドネシア特許の調査を行う際に、無償で一般公開さ

れている各種のデータベースを使用することで、3極と同様に網羅的な調査が期待できるかどうかを

検証する。 

 

（１） 各種データベース収録比較 

 

WEB 上で無償で一般公開され、インドネシア特許・実用新案が収録されたデータベースには次

のようなものがある。 

 

データベース 運営主体 

DGIP システム インドネシア知的財産総局 

PATENTSCOPE 世界知的所有権機関（WIPO） 

ASEAN PATENTSCOPE ASEAN知的財産協力作業部会（AWGIPC） 

DOCDB 欧州特許庁(EPO) 

 

この 4 種のデータベースの同国案件の収録を下のグラフに示す。 
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【グラフ補足】 

 系列DGIP： 

同国のWEBサイトでは「e-Status Kekayaan Intelektual」と表示される検索システム

（DGIP e-Status システム）と、「PANGKALAN DATA KEYAAN INTELEKTUAL 

INDONESIA」と表示される検索システム（DGIP PDKI システム）の 2 種が存在する。 

 

■ DGIP e-Status システム 

 
 

■ DGIP PDKI システム 

 
 

このグラフで「DGIP システム」と呼ぶ検索システムは、トップ画面にハイウェイの図が表

示される前者のDGIP e-Status システムのこととする。なお後者のDGIP PDKI システムは

ASEAN PATENTSCOPE の収録をインドネシア案件だけに限定し、インドネシア語の GUI

をサポートしたものであり、収録は ASEAN PATENTSCOPE と差がないことがわかっている。 
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【グラフ補足】 

 棒グラフ： 

4 種のいずれかのデータベースに収録された特許・実用新案の出願件数を出願年ごと

に計数したもの。DGIP システムについては検索結果として表示される数値ではなく、3 章

1.2.(2)項に記すシステム収録件数を使用。左側の縦軸に投影。 

 

 折れ線グラフ： 

各出願年ごとの棒グラフの高さを母数として、それぞれのデータベースの収録率を表し

たもの。右側の縦軸に投影。 

 

 グラフ横軸：出願年 

各データベースの書誌画面にて表示される出願年（出願日）を使用。 

 

インドネシアに限らず、新興国では同一出願番号の案件を各種のデータベース上で表

示させたときに出願日が異なることがある。たとえば出願番号「W00201306100」の案件の

場合は、DGIP システムでは 出願日が 2013 年 12 月 27 日と表示されるが、

PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE では 2012 年 7 月 13 日と表示される。

各データベースの表示画面を以下に示す。 

 

■ DGIP システム 
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■ PATENTSCOPE 

 

■ ASEAN PATENTSCOPE 

 
 

 

それぞれのデータベースの収録件数や収録率を比較するグラフで、同一案件を横軸が

異なる位置に投影してしまうと、正しい情報が把握できなくなる。そこで出願日を規定する

ための優先順位を設けた。データベースの優先順はDGIP システム＞PATENTSCOPE＞

ASEAN PATENTSCOPE＞DOCDB としている。つまり DGIP システムに収録された案件は

DGIP システムの出願日情報を使用し、収録されていない場合は次の PATENTSCOPE の

情報、PATENTSCOPE にも収録されていない場合は ASEAN PATENTSCOPE 情報と、前

記の順序で出願日情報を使用したもの。 

 

なお DGIP システム上の書誌画面では INID コード(22)が付与されていない。そこで同

システム上の出願日としては「TANGGAL PENERIMAAN」として表示された日付を使用し

た。 
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先の収録比較グラフでは PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE の収録率が非常に

低く描かれている。しかし、これは双方のデータベースで本来収録されるべき案件がもれているという

わけではない。DGIP システムには公報番号情報や発行日情報が付与されていない、いわゆる「未

公開案件」も収録されている。一方 PATENTSCOPEおよび ASEAN PATENTSCOPE は公報が発行

された案件だけを収録するデータベースである。そこでグラフ化する母集団を公報番号情報や発行

日情報が付与された「公開済案件」だけに限定して比較すると次のように。 

 

 
 

グラフからわかるように DGIP システム・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE のいずれも公

開済案件の収録はほぼ 100%である。2017 年出願案件の折れ線の差は、それぞれのデータベース

の収録を調査した日付の違いが原因と想定される。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

1
9

90

1
9

91

1
9

92

1
9

93

1
9

94

1
9

95

1
9

96

1
9

97

1
9

98

1
9

99

2
0

00

2
0

01

2
0

02

2
0

03

2
0

04

2
0

05

2
0

06

2
0

07

2
0

08

2
0

09

2
0

10

2
0

11

2
0

12

2
0

13

2
0

14

2
0

15

2
0

16

2
0

17

件数
DGIP
PATENTSCOPE
ASEAN PATENTSCOPE
DOCDB

出
願
年



 

 

18 

 

 

この結果からは、同国特許について侵害防止調査を行うためには DOCDB や、DOCDB だけを

情報源とする商用データベースは力不足であり、より高い調査網羅性を求めるためにはDGIP シス

テム・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE のいずれかを使用する必要があることがわかる。 

 

しかし、この数字だけでは同国で発行された案件の全てがデータベースに収録されているとは確

定できない。DGIP システムの収録網羅性については 3章 1.2.(3)項で推定する。 

 

 

 

（２） DGIPシステムの検索件数 

 

このシステムにおける検索機能には大きな問題がある。同システムの収録網羅性の前に、まずは

この問題について説明する。 
 

（２-１） DGIPシステムにおける検索結果件数安定性 

 

下表は、２０１８年１月時点で稼働している検索データベース（DGIP2017）、２０１６年１月にリニュ

ーアルした検索データベース（DGIP2016）、２０１５年までの検索データベース（DGIP2015）と、さらに

その一世代前の検索データベース（DGIP2013）を使用して、数回に渡って出願番号が「W」で始まる

「PCT特許」、「P」で始まる「その他特許」、「S」で始まる「実用新案」の検索を実施し、検索結果として

表示された件数をまとめたもの。 
 

Database 検索日 W：PCT特許 P：その他特許 S：実用新案 

DGIP2013 2014/01/15 56,312件 36,718件 3,616件 

DGIP2013 2015/03/31 45,448件 29,847件 2,897件 

DGIP2015 2015/05/03 34,172件 23,942件 2,079件 

DGIP2015 2015/08/13 44,426件 31,702件 2,460件 

DGIP2015 2015/10/19 44,556件 31,652件 2,470件 

DGIP2016 2016/01/23 39,223件 22,958件 2,495件 

DGIP2016 2016/05/06 39,905件 24,217件 2,463件 

DGIP2016 2016/09/17 50,205件 39,520件 3,320件 

DGIP2016 2016/11/21 50,140件 40,734件 3,388件 

DGIP2017 2017/01/02 38,565件 23,846件 2,827件 

DGIP2017 2018/01/13 37,680件 28,276件 3,054件 

 

いずれの世代の検索データベースでも検索のたびに検索結果件数が変動している。 

 

詳細は後述するがDGIP システムでは検索によって

ヒットした案件数だけでなく、収録された全案件数が表

示される。上表に記したように 2018/01/13 時点のW・

P・S 案件の検索結果合計は 69,010 件。同日の検索結

果画面には右図赤枠部のように Paten（特許＋実用新

案）の総収録件数が 123,999 件と表示される。 
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このように検索結果として表示される件数は全収録件数の 56%であることがわかる。このサイトの 1

回の検索における検索結果には信頼性がなく、網羅的な検索は不可能と判断する。 

 

 

 

（２-２） クエリー生成異常 

 

DGIP システムで、たとえば出願番号「P00201407169」の案件を検索する際には、バックグラウンド

の DBMS（データベース管理システム）に対して、次のようなクエリーが発行されている。 

 

SELECT COUNT(*) count FROM `paten` WHERE  

APPLICATION_NO LIKE '%P00201407169%'  

AND  

(    STATUS_CODE = 6028 OR STATUS_CODE = 6034 OR STATUS_CODE = 6037  

OR STATUS_CODE = 6054 OR STATUS_CODE = 6005 OR STATUS_CODE = 6015  

OR STATUS_CODE = 6025 OR STATUS_CODE = 6026 OR STATUS_CODE = 6035  

OR STATUS_CODE = 6038 OR STATUS_CODE = 6007 OR STATUS_CODE = 6008  

OR STATUS_CODE = 6009 OR STATUS_CODE = 6010 OR STATUS_CODE = 6018  

OR STATUS_CODE = 6019 OR STATUS_CODE = 6021 OR STATUS_CODE = 6022  

OR STATUS_CODE = 6062 OR STATUS_CODE = 6063 OR STATUS_CODE = 

6036  ) 

 

要約に「computer」が含まれる案件を検索する際には 

 

SELECT COUNT(*) count FROM `paten` WHERE  

ABSTRACT LIKE '%computer%'  

AND  

(    STATUS_CODE = 6028 OR STATUS_CODE = 6034 OR STATUS_CODE = 6037  

OR STATUS_CODE = 6054 OR STATUS_CODE = 6005 OR STATUS_CODE = 6015  

OR STATUS_CODE = 6025 OR STATUS_CODE = 6026 OR STATUS_CODE = 6035  

OR STATUS_CODE = 6038 OR STATUS_CODE = 6007 OR STATUS_CODE = 6008  

OR STATUS_CODE = 6009 OR STATUS_CODE = 6010 OR STATUS_CODE = 6018  

OR STATUS_CODE = 6019 OR STATUS_CODE = 6021 OR STATUS_CODE = 6022  

OR STATUS_CODE = 6062 OR STATUS_CODE = 6063 OR STATUS_CODE = 6036  ) 

 

のクエリーが発行されている。クエリー文字列後半部の 

 

AND  

(    STATUS_CODE = 6028 OR ････ OR STATUS_CODE = 6036 ) 

 

の部分は、法律状態が列記された 21種類の「STATUS_CODE」のいずれかである案件だけに絞り込

むための「命令」であり、どんな条件を入力して検索してもその条件を満たす検索集合の中から、21

種の法律状態以外のものが除外されてしまう。 
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これまでに調査したところでは、DGIP システムに収録された全案件には、４７種類の法律状態が

付与されている。しかし前記のクエリー異常のために、２６種類の法律状態の案件は検索されないこ

とを意味している。 

 

法律状態は日々変化しうる情報であり、先回の検索からある程度の期間が経過すると法律状態

が変化した案件が発生する。これが検索するたびに結果件数が変わる原因、全収録案件の５６％程

度しか検索されない原因と考えられる。 

 

本報告書で「DGIP システム収録件数」と呼ぶ数字は、検索結果数字（前記の５６％の件数）では

なく、「Jumlah Permohanan」として表示される件数のことである。 

  

（２-３） 検索不可案件情報の取得 

 

ここまで記したように DGIP システムには、検索結果には表示されない案件も収録されている。こ

れらの「検索不可案件」の情報を得るための方法を、以下、出願番号 P00201400204 と

P00201400205 を例に説明する。 

 

検索データベースで出願番号 P00201400204 の案件を検索し、表示された検索結果の「発明の

名称」部分をクリックすると、書誌一覧が表示される。この書誌一覧内で「EKSPOR PDF：」の右隣に

配置された「Download」の文字列をクリックすると、書誌事項が記された PDF ファイルをダウンロード

することができる。このときに「Download」文字列の上にマウスのポインタを移動させると、ウインドウ下

部に 

http://e-statushki.dgip.go.id/index.php/penelusuran/print_pdf/paten/P00201400204 

のように出願番号を含んだ URL 文字列が表示される。  
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① 「P00201400204」を入力し 

② 画面下部の「Searcg ボタンをクリック 

③ 表示された検索結果の発明の名称部をクリックすると 

④ 検索結果一覧が表示される 

⑥ 「Download」をクリックすると 

書誌 PDF ファイルがダウン 

ロードされる 
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一方、出願番号 P00201400205 の案件を検索すると下図のように「Semua : 0」と表示され、この案

件は「DGIP 検索エンジン」では検索されないことがわかる。 

 

 

 

 

 

ところが前記のURL 文字列の出願番号部を「P00201400205」に変更した 

http://e-statushki.dgip.go.id/index.php/penelusuran/print_pdf/paten/P00201400205 

をブラウザで開くと、PDF ファイルがダウンロードされ下図のような書誌事項 PDF ファイルを取得する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） DGIPシステム収録案件出願番号密度 

 

同国の特許の収録件数が多いのはDGIP システム・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE

の 3 種ということは前記したとおり。しかし前記のグラフだけでは 3種のデータベースは同程度の件

数を収録しており、その収録件数がDOCDB より多いと言うだけであり、実際に同国で発行された案

件群がどの程度網羅的に収録されているかは不明である。そこで次に記す方法でシステムの収録網

羅性を推定してみる。 

 

同国の出願番号には「P00201501234」のように、年号数字「2015」（第 4桁から第 7桁）、連番数

字「01234」（第 8桁～第 12 桁）が含まれている。この情報を使用することで、収録の確からしさを推

測することができる。 
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DGIP システムのレコード収録調査結果から、第 1桁が「P」、年号数字が「2015」のものだけを抽

出した結果は次のとおり。 

 

総件数 8,441 

連番最大値 8,871 

 

仮に年号数字が 2015 の「P 案件」が連番 0000001 から 0008871 まで出願（国内移行）され、その

案件が全て収録されているとすると、総収録件数は 8,871 件となるはず。ところが収録された件数が

8,441 件ということは、8,871 件のうち 95%しか収録されていないと言える。 

 

そこで総件数を連番最大値で除算した値を「出願番号密度」と定義する。下図は、出願番号が

「W」で始まる「PCT 特許」、「P」で始まる「その他特許」、「S」で始まる「実用新案」のそれぞれについ

て、年号数字ごとの出願番号密度を折れ線グラフで表したもの。 

 

 
 

青の折れ線で記す PCT特許（W）については全期間に渡ってほぼ 100%の出願番号密度であり、

DGIP システムのレコード収録に問題がないと推定される。なお出願番号年号２０１４以降は、PCT特

許の出願番号第 1桁も「P」に統合されたため、２０１４以降の PCT 特許だけの出願番号密度は不明

である。 

 

赤の折れ線で記したその他特許（P）については出願番号年号数字２００３の案件群の出願番号

密度が 83％まで低下している。また出願番号年号数字２０１３の案件群については 27％にまで低下

しており、この数字だけから判断すると収録に大きな問題がありそうと言える。 

 

P002013 で始まる案件の連番最大値は 4,924 であり総収録件

数は 1,311 件であり、双方の数字に 3,613 という大きな乖離があ

る。しかし P002013 で始まる案件の全ての収録案件の出願番号

を並べてみると図の 3か所に大きな「ギャップ」が確認される。こ
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のギャップの総和が 3,608 であり、前記の乖離数字 3,613 のほぼ

全てを占めている。 

 

仮に前記「３か所」で収録欠落があったと仮定すると、P002013 案件群の出願日分布にも、同様

の大きな「欠落」が確認されるはず。しかしこの案件群について出願月ごとの件数をグラフ化すると次

のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この結果からはその他特許（P）についても収録が欠落しているわけではなく、何らかの理由で連

続的な出願番号が付与されなかった可能性が大きいと考えられる。 

 

緑の折れ線で記した実用新案（S）については出願番号年号数字が２００２以前のものは出願番号

密度が非常に低いことがわかる。古い案件を調査する際には、この検索エンジンは適していないこと

が想定される。２００５～２０１３は９５%以上を保っている。一方２０１４以降の出願番号密度数字は３％

にまで低下している。しかし年号数字ごとの総件数には大きな変動がなく、単純に連番で出願番号

を付与する方式から、何らかの変更があったと思われる。 

 

この結果からは、出願番号年号数字が２００２以前の実用新案以外は、DGIP システムのレコード

収録には大きな問題はないと推定される。 

 

ここまでの調査結果から同国特許・実用新案の検索においては、 

 

① PATENTSCOPE にも ASEAN PATENTSCOPE にも DGIP システムとほぼ同じ件数の発行済

み案件が収録されている 

② DGIP システムのレコード収録網羅性には大きな問題はなさそう 

③ よって PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE の収録網羅性も大丈夫 

④ しかし DGIP 検索エンジンでは収録された案件のうち５６％程度の案件しか検索できない 

⑤ PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE では収録された全件が検索対象である 

⑥ 同国案件を高い網羅性で検索するためには PATENTSCOPE あるいは ASEAN 

PATENTSCOPE を使用すべき 

 

と言わざるを得ない。 
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１．３ 特許・実用新案要素収録率 

 

特許調査を行う際には、IPC 等の特許分類コードや、発明の名称・要約・請求項等に記された文

字列を機械検索することで、詳細に読み込むべき案件群を抽出することが通常である。また出願人

を特定して競合他社の案件を詳細に確認することも多い。この節ではDGIP システムにおける、IPC・

要約等々の各「要素」の収録状態を紹介する。 
 

（１） IPC収録率と付与個数 

 

下図は特許および実用新案について、各案件に付与された IPC の個数を出願年別に集計した

もの。一般的に新興国ではセクション～サブグループまでのすべての「パーツ」が完備した IPC では

なく、たとえば「A01B」のようにサブクラスまでしか含まれない IPC が付与されることもある。右側のグ

ラフはサブグループまで完備した IPC だけを計数対象として、IPC が全く付与されていない案件から

4個以上付与されている案件の件数を調査したもの。左側は形式を問わず、IPC と想定される文字

列のすべてを計数対象として集計したものである。 
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このように特許・実用新案ともに、左右のグラフには差が見られない。つまり DGIP システムに収録

された IPC は、ほぼすべてがサブグループまで完備していることがわかる。 

 

しかし２００１年出願特許のように IPC が全く付与されない案件が 65%を占める年もある。これほど

顕著でなくても毎年のように IPC が付与されていない案件も目立っている。特に２０１７年出願の案件

には、ほとんど IPC が付与されていない。データベースへのレコード収録から、IPC 情報の収録まで

のタイムラグの可能性もあるが、過去３年間の調査では、このような現象は確認されなかった。今後

IPC が追加付与されるかどうか継続して見守りたい。 

 

実用新案にいたっては２００５年～２００９年に出願された案件には、ほとんど IPC が付与されてい

ない状態である。 

 

これは詳細に読み込むべき案件を IPC により機械検索すると、相当量の割合の案件が検索から

もれてしまうことを意味している。同国の特許・実案を調査するにあたり、IPC により査読すべき案件を

絞込むことは難しく、発明の名称や要約等の検索により、機械検索もれを補完する等の手段を併用

する必要がある。 

 

続いて特許案件について IPC 付与個数を PATENTSCOPE や ASEAN PATENTSCOPE と比較

した結果を紹介する。PATENTSCOPE や ASEAN PATENTSCOPE には発行済みの案件しか収録さ

れていないため、DGIP システムについても発行済み案件だけに母集団を限定してグラフ化したもの

である。 

 

 
 

上の棒グラフでわかるように、DGIP システムと他のデータベースとの間で、出願年ごとの案件数

がかなり異なっていることがわかる。この原因は完全には解明できていないが、これまでに調査したと

ころでは 3章 1.2.(1)項でも紹介した PCT 国内移行案件の出願日の扱いが、DGIP システムと他 2

種 DB との間で異なっていることが大きな原因になっている様子である。PATENTSCOPE や ASEAN 
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PATENTSCOPE では「(22) 出願日」のフィールドには「(86) PCT 出願日」と同一の日付が収録され

ている。一方DGIP システムでは「TANGGAL PENERIMAAN」フィールドに、国内段階における何ら

かの日付が収録されている様子である。このため各データベースの「出願日」を横軸としてグラフを描

くと、見かけ上出願年ごとの件数が異なるという結果になる。 

 

しかし 3章 1.2.(1)項で説明したように、これらを全て DGIP システムシステム上の出願日に投影さ

せると、3 種のデータベースのレコード収録件数はほぼ一致している。そこでグラフ化した母集団全

件を対象として、IPC 付与個数を調べたものが前図の下側の円グラフである。3 つのデータベースの

IPC 付与個数には、少なくともグラフ上でを視認できるほどの差がないことがわかる。 

 

3 つのデータベースにおいて付与された IPC が同等であれば、IPC を使用した検索も DGIP シス

テムではなく、PATENTSCOPE や ASEAN PATENTSCOPE を使用することを推奨する。 

 

 

（２） IPC表記揺れ 

 

右のグラフは DGIPシステムに収録され

た全ての特許・実案案件に付与された、約

170,000個の IPCコードについて、案件ごと

の書誌画面で表示される表記形式の揺れ

を調査したもの。 

 

系列ラベルごとに、表記形式の補足説

明・出願番号と IPC コードの例を表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

略語・用語 説明  略語・用語 説明 

C クラス  SC サブクラス 
MG メイングループ  SG サブグループ 
上位桁 0サプレス 最上位桁の 0を省略  △ スペース文字 

 

DGIPシステムでは IPC表記形式が「A△01△B△2/34」の形式に統制されており、この形式から

外れるコードは僅か 23個しか見つかっていない。このシステムで IPC を検索する際には表記揺れに

悩まされずに上表の形式 1種類だけを使用すれば問題ない。ただし 3章 1.2.(2)項で記したように

現状の検索エンジンでは検索機能自体が正常に動作していないという、別の問題があることに注意。 

 

  

系列ラベル 補足説明 出願番号 IPC 表記例 

A△01△B△2/34 S・C間、C・SC
間、,SC・MG間にスペー
ス 1個 
C：2 桁 
MG：上位桁 0サプレス 
SG：2桁以上 

P00198100182 
P00198100182 
P00198100241 
P00198100342 
P00198100342 

C 25 B 11/03 
C 25 B 11/06 
G 05 D 13/04 
D 04 B 27/36 
F 02 K 9/97 
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（３） 発明の名称・要約・出願人名電子テキスト収録 

 

次の図は、それぞれ特許・実用新案（実案）について「JUDUL：発明の名称」・「ABSTRAK：要

約」・「NAMA PEMILIK：出願人名」の DGIP システムにおける電子テキスト収録率を、出願年ごとに

集計してグラフ化したもの。 

 

なお DGIP システムでは請求項・発明の詳細な説明は収録されておらず、これらの要素を検索・

査読することができない。 

 

 
 

 
 

特許については、２００２年～２００３年に出願された案件の収録率が、名称・要約・出願人名いず

れも大きく低下。２００７年～２０１１年には要約の収録率がほぼ 50%付近まで低下。その後２０１２年に

は 80%以上まで復帰するも２０１３年以降にまた低下している。 
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調査しづらい新興国特許の場合は競合他社の案件に限って、あるいは競合他社の案件を中心

に調査することも多い。しかし出願人名も 80%程度の収録率であり、これでは競合他社案件を絞り込

むことも容易ではない。 

 

実用新案についても、要約・出願人名の収録率は高くなく、DGIP システムだけで網羅的に調査

することは難しい。 

 

続いて発行済みの特許案件に限定して、発明の名称・要約・出願人名電子テキスト収録率を

DGIP システム・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE の 3 種のデータベースで比較した結果

を紹介する。IPC 付与個数比較グラフのところで説明したように、各案件の出願日情報がデータベー

スにより異なるため、各出願年で完全に同一の案件群について収録率が比較できているわけではな

いことに注意。 

 

まずは発明の名称。全収録案件を母集団とした場合には DGIP システムで見られた 2003～2004

年頃の収録率低下が、発行済み案件だけを母集団とすると確認されなくなった。いずれのデータベ

ースもほぼ全数に発明の名称電子テキストが収録されている。検索機能のの観点から、発明の名称

についてはDGIP システムよりも PATENTSCOPE や ASEAN PATENTSCOPE を使用することを推

奨する。 
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続いて要約の収録率。PATENTSCOPE と ASEAN PATENTSCOPE の収録にほとんど差は見ら

れず、2016 年以外は赤の折れ線と緑の折れ線が完全に重なっている。3 章 1.2.(1)項に記したように

DGIP システムにおける PCT 国内移行案件の出願日の扱いが PATENTSCOPE や ASEAN 

PATENTSCOPE とは異なっている。同一出願番号の案件を同一の横軸位置に投影すれば、3種の

データベースの折れ線がほとんど一致する可能性もある。いずれにせよ検索網羅性の観点から、要

約の検索についても PATENTSCOPE あるいは ASEAN PATENTSCOPE を推奨する。 

 

   
 

次は出願人名。全期間に渡って DGIP システムよりも PATENTSCOPE や ASEAN 

PATENTSCOPE の収録が良好。ここでも双方の PATENTSCOPE の使用を推奨する。 
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（４） 公報 PDFファイル収録 

 

DGIP システムでは、下図のように A公報「PUBLIKASI A（公開公報）」・B 公報「PUBLIKASI B

（登録公報）」それぞれの PDF ファイルをダウンロードする機能が用意されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のグラフは DGIP システムに収録された特許案件において公報 PDF ファイルの Download ボタ

ンが表示される比率（公報 PDF ファイルリンク収録率）を表したもの。「A 公報 PDF」は書誌表示にお

いて「発行日：TANGGAL PENGUMUMAN」が表示される案件を母数とし、「B 公報 PDF」は「登録

日：TANGGAL PEMBERIAN」が表示される案件を母数とした比率。 
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2016 年末に現在のDGIP システムがお目見えした当時には、A公報 PDF ファイルのDownload

ボタンはほとんど表示されなかった。しかし開設から 1年が経過し、新しい案件には高い比率で

Download ボタンが表示されるようになった。 

 

これまでに紹介したように書誌情報や要約等の文字列については、収録の観点でも検索の観点

でも、DGIP システムよりも、PATENTSCOPE や ASEAN PATENTSCOPE の方が上回っていた。しか

し公報 PDF ファイルは、DGIP システムでないと取得することができない情報である。 

 

またいずれのデータベースにおいても請求項や発明の詳細な説明は収録されておらず、特許の

権利範囲を特定するためには、公報情報が必須である。たとえそれが電子テキストを抽出できない

画像 PDFであったとしても、情報さえあれば最悪「人間翻訳」に頼ることも可能である。是非とも収録

率の向上を期待したいところである。 

 

（５） PCT出願番号収録 

 

同国では出願番号年号数字２０１３までの案件については、出願番号第 1桁の文字「W」により

PCT 国内移行案件を特定することができる。しかし DGIP システムにおける書誌画面では INID コー

ド（８６）等の PCT 関連情報が一切表示されず、PCT 国内移行案件であることがわかったとしても、そ

の「親特許」と紐付けるための情報が欠落していた。 

 

さらに出願番号年号数字２０１４以降は、PCT国内移行特許もそれ以外の特許も、出願番号第 1

桁が「P」の統合されてしまい、PCT 国内移行案件の特定すらできなくなってしまった。 

 

各種データベースを駆使したとしても、そもそもデータベースに収録された情報が潤沢とは言え

ず、さらに現時点のインドネシア語機械翻訳の能力も十分とは言えないレベルである。PCT関連情

報により「親特許」を把握することができれば、各案件の理解を深めることも可能である。 

 

このような中で２０１７年８月に ASEAN案件の収録を強化した PATENTSCOPE、同じく 2017 年８

月に開設された ASEAN PATENTSCOPE では PCT関連情報（PCT 出願番号）が収録され、インド

ネシアに国内移行した案件を「親特許」と紐付けることが可能になった。 

 

PCT 国内移行案件について「親特許」の PCT 出願番号を捕捉できる割合をグラフで示す。グラ

フ化条件は次のとおり。 

 

母集団： PATENTSCOPE および ASEAN PATENTSCOPE に収録された出願番号が「W」

で始まる案件群 

横軸： 出願番号に含まれる年号数字 

棒グラフ： 収録件数 

 左側縦軸に投影 

折れ線グラフ： 各年号数字ごとの件数を母数とした、PATENTSCOPE（赤線）および ASEAN 

PATENTSCOPE（緑線）に PCT 出願番号が収録された案件の比率 

 右側縦軸に投影 
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PATENTSCOPE データベースにおける収録率を表す赤の折れ線と、ASEAN PATENTSCOPE

データベースの収録率を表す緑の折れ線は完全に重なっている。出願番号年号数字２００２以前の

「W案件」については、PCT 出願番号が全く収録されていない。出願番号年号数字２００４～２０１１

の範囲は収録率はほぼ１００％であり、２０１２以降は比率が低下していることがわかる。 

 

このように完全とは言えないが、大多数の「W 案件」を「親特許」と紐付けられるようになったことは、

同国特許の侵害防止調査を行うにあたり、大きな改善と言える。 

 

なお PCT 国内移行案件の出願番号も「P」に統合された、出願番号年号数字２０１４以降の案件

群は、どの案件が PCT 国内移行案件なのかを特定できず、収録率計算の母数が決まらないため、

分析対象から除外した。 
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１．４ 検索データベース DGIP e-Status 取扱い説明 

 

（１）特許・実用新案 

e-Status検索画面（http://e-statushki.dgip.go.id/） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェブブラウザはMicrosoft Edge または Google Chromeを推奨する。Internet Exploler11では正しく

表示されないことに注意。 

 

このサイトでは「簡易検索」と「詳細検索」の 2種類の検索モード（方法）が用意されている。特許・実

用新案を検索する場合は、いずれの検索モードであっても、まずは上図右上赤丸部分のプルダウンメ

ニューから「Paten」を選択する。プルダウンメニューには下記 4種の選択肢が用意されている。 

 

・ Paten：特許・実用新案 

・ Merek：商標 

・ Desain Industri：意匠 

・ Hak Cipta：著作権 

 

（１-１） 簡易検索 

 

検索画面右上に配置された「窓」に、検索する文字列（例：film）を入力し、左側の虫メガネアイコンを

クリックする。アイコンのクリックの代わりに Enterキーを入力することで検索を開始させることもできる。 

 

 

 

 

 

① 「Paten」を選択し ② 検索文字列を入力し 

③ 虫メガネアイコンをクリック 

http://e-statushki.dgip.go.id/
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簡易検索画面で文字列を入力した場合には、発明の名称、要約を検索対象として部分一致検索を

行う。番号を入力した場合には出願番号、優先権番号、公開番号、登録番号を部分一致検索する模様。

検索言語、表示言語はインドネシア語のみである。 

 

（１-２） 詳細検索 

 

簡易検索画面で検索する文字列を入力した窓の右側に配置されたアイコンをクリックすると、図のよう

に検索するフィールドを指定するための画面（詳細検索画面）がポップアップ表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検索できるフィールド群は下表の 4種類にカテゴライズされている。 

 

 

 

検索するフィールドに文字列・日付等を入力し、 

・ 検索画面右上「窓」の虫メガネアイコンをクリック 

・ポップアップされた詳細検索画面最下部の「Searchボタンをクリック 

・Enterキーを入力 

のいずれかの操作を行うと検索が開始される。 

 

インドネシア語 補足 

Cari Berdasarkan Nomor 番号情報 

Cari Berdasarkan Teks テキスト情報 

Cari Berdasarkan Tanggal 日付情報 

Cari Berdasarkan Lokasi 国籍情報 

④ このアイコンをクリック 

② ポップアップ表示 
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この詳細検索画面で検索できるフィールドの一覧を以下に記す。 

  

番号情報 

出願番号 登録番号 

IPC 優先権主張番号 

出願番号連番部 公開番号 

発明の名称 要約 

発明者 出願人 

代理人 請求項 

出願年 

公開日 

登録日 

権利開始日 

権利抹消日 

出願日 

発明者国籍 

権利者国籍 

出願人国籍 

代理人国籍 

テキスト情報 

日付情報 

国籍情報 
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（１-３） 検索結果一覧画面 

 

詳細検索画面で Judul Permohonan（発明の名称）フィールドに「film」と入力し検索を行うと検索結果

一覧画面が表示され、検索条件に適合した案件が 1画面あたり 20 件ずつ表示される。画面最下部に

は               のようなボタンが配置され、順にページを送ることで検索された全件の詳細

情報を参照することができる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検索結果一覧画面は 

① 法律状態絞り込みエリア 

② 検索結果件数表示エリア 

③ 収録案件情報表示エリア 

④ 個別案件表示エリア 

の 4 つのエリアで構成されている。 

 

  

① 法律状態 
絞り込みエリア 

② 検索結果件数 
表示リア 

③ 収録案件情報 
表示エリア 

④ 個別案件表示エリア 
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① 法律状態絞り込みエリア 

 

検索条件に適合した案件群の中から、検索結果一覧画面に表示される

案件群を、法律状態によって絞り込むために使用する。多種の法律状態が

右図の 5種類にカテゴライズされている。チェックボックスにチェックした状態

の案件だけが表示される。 

 

 
 

② 検索結果件数表示エリア 

 

最上部の「Semua」の右側に検索でヒットした全案件数が表示される。

「① 法律状態絞り込みエリア」を使用し、検索結果一覧画面に表示す

る案件を絞り込んでも、ここの全案件数は変化しない。 

 

2 行目以降には国ごとの案件数が表示される。おそらく出願人国籍

ごとの表示であろうと思われるが、完全な裏付けは取れていない。また

国籍の異なる複数の出願人による共願案件が含まれたときに、この部

分の件数数字がどのようになるかも検証できていない。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

③ 収録案件情報表示エリア 

 

DGIP システムに収録されている全ての案件のレコード数が、文献種

別ごとに表示される。本来ならば出願番号フィールドを使用して、「W」・

「P」・「S」のそれぞれで検索して得られた件数合計が、右図の「Paten」の

件数と一致するはずであるが、このシステムでは検索機能に何らかの異

常があり、ここで表示された全案件が検索される対象ではなさそう。 

 

 

  

拒絶 
登録 
取消 
係属 
満了 
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① 発明の名称 

② 代表図 

③ 基本書誌情報 

④ 要約 

⑤ 優先権情報 

⑥ 特許分類 

⑦ 出願人・権利者情報 

⑧ 発明者情報 

⑨ 代理人情報 

④ 個別案件表示エリア 

 

検索条件に適合した案件が 1画面あたり 20 件ずつ表示される。各

案件の表示は右図のように、代表図・法律状態・出願番号・発明の名

称の 4種で構成されている。 

 

全ての案件で代表図が表示されるわけではなく、           

と表示される案件も無視できない比率で存在する。 

 

発明の名称部分では検索時に使用したキーワードが赤くハイライト

表示される。この例では Judul Permohonan（発明の名称）フィールドに

「film」と入力して検索したものであるが、Abstrak（要約）フィールドから

「film」を検索した場合でも、同様に発明の名称内の「FILM」がハイライ

ト表示される。 

 

代表図あるいは発明の名称文字列をクリックすると、案件ごとの詳細

表示画面に遷移する。 
 

 

 

（１-４） 詳細表示画面 

 

詳細表示画面の例を右図に示す。この画面では９

個のパートに分割され種々の情報が表示される。以下

に９パートそれぞれの説明。補足を記す。 

 

① 発明の名称 

 

発明の名称が表示される。右図では検索に使用し

たワードの「FILM」が赤くハイライト表示されているが、

前記したように検索ワードを入力したフィールドには依

存せず、いずれかのフィールドで検索に使用した文字

列と一致する部分がハイライト表示される。 

 

極端な例では、出願番号フィールドに「P」を入力し

て検索した場合には、発明の名称文字列に含まれる

「P」が全て赤く表示される。 

 

② 代表図 

 

代表図画像が表示される。この画面上で代表図をク

リックするとポップアップウインドウが開き、拡大画像が

表示される。 
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代表図が収録されていない案件の場合には、検索結果一覧画面では             と表示さ

れたが、この詳細表示画面上では図の赤枠で囲んだ「代表図エリア」自体が全く表示されない。 

 

③ 基本書誌情報 

 

このパートの拡大図、および書誌要素それぞれの説明を表に示す。一部の項目については説明を補

足する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目名（原語） 説明 項目名（原語） 説明 

PUBLIKASI A A 公報 PDF 表示 NOMOR PENGUMUMAN 公開番号 

PUBLIKASI B B 公報 PDF 表示 NOMOR PERMOHONAN 出願番号 

EKSPOR PDF 書誌 PDF ダウンロード NOMOR PATEN 登録番号 

STATUS 法律状態 TANGGAL KADALUARSA 権利抹消日 

TANGGAL PENERIMAAN 出願日 TANGGAL KEPEMILIKAN 権利開始日 

TANGGAL PENGUMUMAN 公開日 TANGGAL PEMBERIAN 登録日 

 

 

□ PUBLIKASI A：A 公報 PDF表示 

□ PUBLIKASI B：B 公報 PDF表示 

 

A 公報（公開公報）および B公報（登録公報）画像を表示するための項目である。公報 PDF ファイル

が収録された案件の場合には、「Download」と表示される。この文字列をクリックすると画面が公報 PDF

ファイル画像に切り替わる。「Download」とは表示されるが PDF ファイルが自動的にダウンロードされる

わけではなく画面に表示されるだけである。 

 

公報 PDF ファイルが収録されていない案件の場合には「File tidak tersedia：ファイルなし」と表示され

る。 

 

□ EKSPOR PDF：書誌 PDF ダウンロード 

 

書誌情報を PDF ファイルの形式でダウンロードするための項目である。表示された「Download」の文

字列をクリックすると公報 PDF ファイルがダウンロードされる。ブラウザによっては PDF ファイルがダウン

ロードされるだけでなく、自動的に別のタブが開き公報 PDF ファイル画像が表示されるものもある。 

 

ダウンロードされる書誌 PDF ファイルの例を次の図に示す。 
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□ STATUS：法律状態 

 

該当案件の法律状態が表示される。法律状態文字列の右側に「Status Rinci：ステータス詳細」と青字

で表示されるが、この文字列をクリックしても該当案件の詳細表示画面に再度リンクするだけであり、画

面表示には変化がない。 

 

 
 

④ 要約 

 

要約文字列が表示される。「発明の名称」文字列と同様に、検索に使用したワードがハイライト表示さ

れる。 

 

⑤  優先権情報 

 

「Nomor：優先権主張番号」・「Tanggal：優先権日」・「Kewarganegaraan：優先権主張国」が表示される。 

 

⑥ 特許分類 

 

該当案件の特許分類（IPC）が表示される。 

 

3 章 1.3.(2)項に記したように、DGIP システムでは IPC 文字列の表記揺れがほとんどなく、数十件以

外は「A△01△B△2/34」の形式（△はスペース）に統制されている。 

 

  



 

 

42 

 

⑦ 出願人・権利者情報 

⑧ 発明者情報 

⑨ 代理人情報 

 

「出願人・権利者」・「発明者」・「代理人」の人的情報を表示するパートである。下図のように「Nama:名

前」・「Alamat：住所」・「Kewarganegaraan:国籍」の 3種の情報が表示される。 

 

 
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

下図赤枠部の「Kembali Ke Pencarian」の文字列をクリックすると、詳細表示画面から検索結果一覧画

面に戻ることができる。 
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１．５ 特許・実用新案 DGIP e-Status 検索・表示項目留意点 

 

この検索データベースは特許(Paten)を対象とした「検索ボックス」から検索できる項目、および検索結

果に表示される項目の一覧を下表に示す。さらにいくつかの項目について検索時にあたって注意すべ

き事項を説明する。 

 
項目 検索項目 表示項目 検索項目 表示項目 

1 法律状態   ○   STATUS 

2 出願番号 ○ ○ Nomor Permohonan 
NOMOR 

PERMOHONAN 

3 登録番号 ○ ○ Nomor Paten NOMOR PATEN 

4 IPC ○ ○ IPC IPC 

5 優先権番号 ○ ○ Nomor Prioritas PRIORITAS 

6 出願番号連番部 ○   Nomor Urut Permohonan   

7 公開番号 ○ ○ Nomor Pengumuman   

8 発明の名称 ○ ○ Judul JUDUL 

9 請求項の数 ○   Klaim   

10 要約 ○ ○ Abstrak ABSTRAK 

11 発明者名 ○ ○ Nama Inventor NAMA PENEMU 

12 出願人・権利者名 ○ ○ Nama Pemegang Paten  NAMA PEMILIK 

13 代理人名 ○ ○ Nama Konsultan NAMA KONSULTAN 

14 発明者国籍 ○ 
  Kewarganegaraan 

Inventor 

  

15 出願人・権利者国籍 ○   Asal Permohonan :   

16 代理人国籍 ○ ○ 
Kewarganegaraan 

Konsultan 

ALAMAT 

KONSULTAN 

17 出願年 ○ ○ Tahun Permohonan    

18 出願日 ○ ○ 
TANGGAL 

PENERIMAAN 

TANGGAL 

PENERIMAAN 

19 公開日 ○ ○ Tanggal Pengumuman 
TANGGAL 

PENGUMUMAN 

20 権利開始日 ○ ○ Tanggal Kepemilikan 
TANGGAL 

KEPEMILIKAN 

21 登録日 ○ ○ Tanggal Pemberian 
TANGGAL 

PENDAFTARAN 

22 権利抹消日 ○ ○ Tanggal Kadaluarsa 
TANGGAL 

KADALUARSA 

23 優先権日   ○   PRIORITAS 

24 
書誌 PDF   

○ 
  

EKSPOR PDF 
ダウンロード 
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特記事項 

 

１ 番号情報検索 

 

詳細検索画面の最上部に「Cari Berdasarkan Nomor」としてカテゴライズされた部分を使用して検索

する。このシステムでは特許分類（IPC）も番号情報のひとつとして扱われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 出願番号・出願番号連番部 

 

出願番号の表現形式は、ごく一部の例外を除いて次の形式に統一されている。 

 

T00YYYYNNNNN 

T：出願種別を表すアルファベット 1 文字 

W: PCT 国内移行特許 

※ ただし下図に示す 1件の例外を除いて、年号数字 2014 の案件からは PCT 国内移行

特許にも種別 Pが付与されるように制度が変更された模様。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P： PCT 以外の特許 

S: 実用新案 

  

番号情報 

出願番号 登録番号 

IPC 優先権主張番号 

出願番号連番部 公開番号 
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00：2 桁の数字「0」 

※ 数十件程度の規模で「00」以外の数字が付与された案件が存在することを確認済み。下

図に例示する案件には「P10201405433」のように「10」が付与されている。 

 

 

 

 

 

 

 

YYYY：出願年を表す４桁の西暦年号数字 

※ 極めて稀に年号数字の上位 2桁が省略された案件も存在するが、ほぼ全ての案件の出

願番号には４桁年号数字が付与されている。 

 

 

 

 

 

 

NNNNN：連番数字 

出願種別・出願年ごとに付与される 5桁の連番数字。上位桁の「０」は省略不可。 

 

詳細検索画面の「Nomor Urut Permohonan」フィールドで検索すると、この部分の数字が一致す

る案件を検索している模様。 

 

「番号情報」にカテゴライズされた各番号は部分一致検索が実行されている。このため出願番号

W00200000447 の案件は、 「20000044」・「000447」・「000044」のいずれの文字列を検索してもヒットす

る。 

 

■ 登録番号・公開番号 

 

このシステムに収録された登録番号・公開番号の表現形式にはいくつかの表記揺れがあり、検索に

使用する文字列形式を特定できなかった。ただ出願番号と同様に、収録された文字列を部分一致検索

する規則を利用して、上位桁の０を省いた数字列を検索する方法を推奨する。 

 

■ 優先権主張番号 

 

このシステムでは出願書類に記された優先権主張番号をそのまま収録している様子であり、形式が

全く統制されていない。優先権主張番号を検索する際にも、収録された文字列を部分一致検索する規

則を利用して、色々な数字列を検索してみることを推奨する。 
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■ IPC 

 

3 章 1.3.(2)項にも記したように、このシステムでは IPC 標記形式が「A△61△K△31/00」（△はスペー

スを表す）に統制されており、多種の表記揺れに悩まされずに検索することができる。間にスペースを含

む文字列であるが ” A△61△K△31/00” のように全体をダブルクォーテーションマークで挟んでしまう

とヒットしなくなる。 

 

また他の番号検索と同様に、IPC コードも部分一致検索が実行されるため、サブクラスまでを検索す

る際には「A△61△K」の文字列を使用、メイングループまでを検索する場合は「A△61△K△31」を使用

することができる。 

 

3 章 1.4.(1)項にも記したように、このシステムでは検索結果表示におけるハイライト（赤字）表示は、検

索に使用したフィールドとは対応していないため、たとえば IPC フィールドで「A△61△K」を検索すると、

発明の名称や要約文字列内の「A」や「K」が赤くハイライト表示されてしまい見辛くなる。 

 

 

２ テキスト情報検索 

 

詳細検索画面で「Cari Berdasarkan Teks」としてカテゴライズされた部分を使用して検索する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 発明の名称・要約・発明者・出願人・代理人 

 

全て文字列の部分一致検索が実行される。間にスペースを挟んだ複数の単語で構成された「連語」

を検索するときにも、ダブルクォーテーションマークで挟まずに連語をそのまま入力する。 

 

連語内でワイルドカード「%」を使用することも可能。たとえば発明の名称フィールドで「PRODUK DARI 

EKSTRAK」を検索すると、 

 

P00200300001 PRODUK DARI EKSTRAK RIMPANG TEMU KUNCI (Boesenbergia pandurata 

(Roxb.) Schlecht) DAN PENGGUNAANNYA 

 

の案件しかヒットしない。しかし発明の名称フィールドで「PRODUK D% EKSTRAK」を検索すると、 

発明の名称 要約 

発明者 出願人 

代理人 請求項 

テキスト情報 
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W00201000209 PRODUK DAPAT DIMAKAN YANG MEMILIKI KANDUNGAN TINGGI 

POLIFENOL KOKOA DAN AROMA MENINGKAT DAN EKSTRAK KOKOA 

GILING YANG DIGUNAKAN DIDALAMNYA 

P00200300565 PRODUK DAN PROSES EKSTRAK SI NON-KIMIAWI JAMUR GANODERMA 

 

の 2 件も検索結果に追加される。 

 

 

■ 請求項 

 

「Cari Berdasarkan Teks」にカテゴライズされているが、請求項として記された文字列を検索するもの

ではない。このシステムでは請求項文字列は収録されておらず、請求項の数だけが収録されている。こ

の検索フィールドは請求項の数を検索することに注意が必要。 

 

 

３ 日付情報検索 

 

詳細検索画面で「Cari Berdasarkan Nomor」としてカテゴライズされた部分を使用して検索する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 出願年 

 

このシステムでは各種の日付が検索できるが、出願日だけはその年号だけを検索する専用のフィー

ルドが用意されている。西暦数字 4桁を入力して検索する。 

 

■ 出願日・公開日・登録日・権利開始日・権利抹消日 

 

旧システムでは正しく動作しなかった、各種日付（出願年・公開日・登録日・出願日・権利開始日・権

利抹消日）の範囲検索が可能となった。 

 

いずれのフィールドも「Dari（From）」と「Sampai（To）」の双方の日付を入力できる。単一の日付を検索

する場合には「Dari」と「Sampai」の双方に同じ日付を入力するか、「Dari」のみに日付を入力して検索を

実行する。 

 

出願年 

公開日 

登録日 

権利開始日 

権利抹消日 

出願日 

日付情報 
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形式は検索項目、表示項目ともに dd/mm/yyyy。検索項目入力ボックス横のカレンダーアイコンをクリ

ックして入力する方法を推奨する。キーボードから日付を直接入力しても検索できるときもあれば、トップ

ページに戻ってしまうこともある。詳細な条件はわかっていない。 
 

「登録日」のみ、検索画面では「Tanggal Pemberian(付与日）」、検索結果表示画面では「TANGGAL 

PENDAFTARAN(登録日）」と別の表現が使用されていることに注意。 

 

 

４ 国籍情報検索 

 

詳細検索画面の最下部で「Cari Berdasarkan Lokasi」としてカテゴライズされた部分を使用して検索

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれも    と表示された部分をクリックし、プルダウンメニューから国籍を選択する。下図に出願

人国籍検索条件入力時の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発明者国籍 

権利者国籍 

出願人国籍 

代理人国籍 

国籍情報 

① この部分をクリックし 

② プルダウンメニューから国籍を選択 
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２．特許・実用新案検索データベース PDKI 取扱い説明（概略） 

２０１７年１０月にインドネシア知的財産権総局の特許・実用新案データベースとして Pangkalan Data 

PDKI(http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/home?0)が公開された。 

 

   
 

本データベース（PDKI）の検索、表示のインターフェースは、ASEAN各国の特許情報を串刺し検索

できる「ASEAN PATENTSCOPE」（別報告）とほぼ同様であり、収録レコードをインドネシアのみに限定

し、検索フィールド等 GUIをインドネシア語に変更しただけのものである。 

 したがって、ASEAN PATENTSCOPEにおいて特許庁をインドネシア(ID)を指定して検索することと差

はない。日本人には、英語インターフェースの ASEAN PATENTSCOPEの利用を推奨する。 

 

 

 特許・実用新案の検索画面 

  

詳細検索画面では、ASEAN 

PATENTSCOPE同様、各種 

検索フィールドの追加ができる。 

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/home?0
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３．考察・まとめ 
 

2017 年 8 月ごろまでは、インドネシア案件レコードをある程度網羅的に収録したデータベースは、

同国知財庁が運営する e-Status データベースしか存在しなかった。しかし、同年 8月末以降、同国

特許の調査環境が大きく進展した。この時期にWIPO の PATENTSCOPE データベースにインドネ

シア案件が収録された。また同時期に ASEAN知的財産協力作業部会（AWGIPC）によって、

ASEAN8 か国の案件だけを収録した ASEAN PATENTSCOPE データベースも開設された。さらに

11 月末には同国知財庁のWEB サイト内で、ふたつ目の検索システムとして PDKI データベースの

運営が開始された。 

 

3 章 1.2.(1)項の各データベース収録比較グラフで示したように、DOCDB には１９９７～２０００年ご

ろに出願された案件しか収録されていない。これでは DOCDBや DOCDB だけを情報源とする商用

データベースは特許調査のための必要条件を満たしていないと言わざるを得ない。一方 DGIP シス

テム・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE は、いずれもほぼ全ての案件を収録しており、レコ

ード収録の観点では調査の網羅性を確保できる環境が整ったと評価する。 

 

しかし 3章 1.2.(2)項に示したように、DGIP システムの e-Status データベースには、クエリー生成

異常という大きな「不具合」が含まれており、たとえ全案件を収録していても６０％程度の案件しか検

索されないという現状である。このことを考慮すると、網羅性を確保した調査のためには、DGIP シス

テム（PDKI データベース）・PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE を使用すべきである。 

 

レコード収録だけでなく、書誌・テキスト等のコンテンツ収録の観点でも DGIP システム・

PATENTSCOPE・ASEAN PATENTSCOPE の間にほとんど差が確認されない。最大の違いは DGIP

システム（e-Status データベース）だけが公報 PDF ファイルをダウンロードできることにある。 

 

ところで DGIP システムの PDKI データベースは ASEAN PATENTSCOPE の検索エンジンをベー

スとして、収録レコードをインドネシア案件だけに限定し、さらに GUI をインドネシア語に変更したも

の。PDKI データベースが ASEAN PATENTSCOPE より優れている点は見当たらず、インドネシア語

に馴染みのない一般の日本人にとっては、PDKI データベースを使用するメリットはないと考える。 

 

これらの諸条件を考慮すると、検索エンジン性能が最も安定している WIPO の PATENTSCOPE

で検索を実施し、公報 PDF ファイルをダウンロードして全文を査読する必要のあるときに、DGIP シス

テム（e-Status データベース）を使用する方法が適切と考える。 

 

2016 年 7月には経済産業省のWEBサイトで、「日本国特許庁のウェブサービス（FOPISER）に

加え、民間の特許情報サービス事業者等による特許情報の提供を可能とする」と発表されている。す

でに SG・VN・TH の 3 か国の特許情報が FOPISER で公開されている。しかし各国知財庁から提供

されたデータは FOPISER での公開だけにとどまっており、「民間の特許情報サービス事業者」には

開示されていない。 

 

同国知財庁から提供される情報に、必要な情報がすべて含まれていること、この情報が「民間の

特許情報サービス事業者」に開示され、検索操作性の良い商用データベースで同国特許の十分な

調査が可能になることを節に期待する。 
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第４章 意匠 
１．意匠検索データベース DGIP e-Status 

１．１ 検索データベース仕様一覧 

 

意匠 

URL (検索)  http://e-statushki.dgip.go.id/ 

言語  
検索：インドネシア語 

表示：インドネシア語 

検索条件項目 

Cari Berdasarkan Nomor （番号情報） 

Nomor Permohonan（出願番号） 

Nomor Urut Permohonan （出願番号（連番部分）） 

Nomor Pengumuman（公報発行番号） 

Nomor Prioritas（優先権番号） 

Nomor Pendaftaran（登録番号） 

Cari Berdasarkan Teks（テキスト情報） 

Judul  （物品名称） 

Klaim  （請求項の数） 

Kegunaan Produk（意匠に係る物品の説明） 

Nama Pemilik Desain Industri（出願人・権利者名） 

Nama Konsultan（代理人名） 

Cari Berdasarkan Tanggal(日付情報) 

Tanggal Penerimaan（出願日） 

Tahun Permohonan（出願年） 

Tanggal Pendaftaran（登録日） 

Tanggal Pengumuman（公報発行日） 

Tanggal Kepemilikan（権利発効日） 

Tanggal Kadaluarsa（権利満了日） 

Cari Berdasarkan Lokasi（国籍情報） 

Asal Permohonan（基礎出願国） 

Kewarganegaraan Pemilik（出願人・権利者国籍） 

Kewarganegaraan Inventor（創作者国籍） 

Kewarganegaraan Prioritas （優先権主張国） 

Kewarganegaraan Konsultan（代理人国籍） 

STATUS （法律状態） 

入手可能情報 

検索結果一覧画面 

Gambar（代表図） 

Status （法律状態） 

Nomor Permohonan（出願番号） 

Judul  （物品名称） 

詳細表示画面 

Judul  （物品名称） 

Gambar（代表図） 

Klaim  （請求項の数） 

NOMOR PERMOHONAN（出願番号） 

http://e-statushki.dgip.go.id/
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意匠 

TANGGAL PENERIMAAN（出願日） 

NOMOR PENDAFTARAN（登録番号） 

TANGGAL PENDAFTARAN（登録日） 

NOMOR PENGUMUMAN（公報番号） 

TANGGAL PENGUMUMAN（公報発行日） 

TANGGAL KEPEMILIKAN（権利発効日） 

TANGGAL KADALUARSA（権利満了日） 

KLASIFIKASI KODE LOCARNO（ロカルノ分類） 

KEGUNAAN PRODUK（意匠に係る物品の説明） 

PRIORITAS（優先権情報） 

Nomor（優先権番号） 

Tanggal（優先権日） 

Kewarganegaraan（優先権主張国） 

PEMILIK（出願人・権利者情報） 

Nama（出願人・権利者名） 

Alamat（出願人・権利者住所） 

Kewarganegaran（出願人・権利者国籍） 

PENDESAIN（創作者情報） 

Nama（創作者名） 

Alamat（創作者住所） 

Kewarganegaran（創作者国籍） 

KONSULTAN（代理人情報） 

Nama（代理人名） 

Alamat（代理人住所） 

Kewarganegaran（代理人国籍） 

UNDUH BERKAS（ダウンロードファイル） 

EKSPOR PDF（PDF 出力） 

STATUS（法律状態） 
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１．２ 意匠レコード収録数 

本節では検索データベースに収録された意匠レコードの収録数を紹介する。 

2016 年 12 月下旬にインドネシア知的財産権総局(DGIP)の検索データベースがモデルチェンジさ

れ、ASEAN DesignView へのインドネシアの収録も 2016 年 12 月 25 日に開始された。 

 

下図は同国の検索データベースに収録された意匠の収録数を、ASEAN DesignView 、Global 

Design およびWIPO のホームページで公開された意匠出願件数と比較したものである。 
 

 
出願年 

 

 グラフ補足 

 ID サイト（DGIP e-Status）件数数値： 

特許出願件数は、出願年検索から求めたもの。 

 ASEAN DesignView サイト(EUIPO)の件数数値： 

意匠出願件数は、出願年で検索して得られた件数。 

 Global Design サイト（http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp (WIPO)）の件数数値： 

意匠出願件数は、以下の検索式での各年毎の出願日付検索により求めたもの。 

From 01-01-2001 TO 31-12-2001 

 WIPOサイト件数数値： 

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=ID の

「Industrial Design Applications」の件数一覧表の Resident / Non-Resident 列のそれぞれ

の件数を合計した数字。 

 

いずれも 2018 年 1 月 28 日現在の検索数、WIPOサイトでの発表数である。 
 

意匠出願件数については、ID サイト（DGIP eStatus）と ASEAN DesignView との間には 2004 年

～2007 年の数字に大きな乖離が認められる。これは 2016 年 12 月の同国検索サイトリニューアルに

伴い発生した。また、WIPO の統計数字は 2008 年、2009 年、2013～2016 年しかなく、しかも 2003

～2007 年は、ID サイトおよび ASEAN DesignView の数字より明らかに少ない。 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

ID意匠 

ID庁 

DesignView

Global Design

WIPO統計 

http://www.wipo.int/designdb/en/index.jsp
http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=ID
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１．３ 検索データベース DGIP e-Status 取扱い説明 

 

インドネシア知的財産権総局（DGIP）のウェブサイト（http://www.dgip.go.id/）から特許・実用新案検

索と同様に意匠検索ができる。e-Status（http://e-statushki.dgip.go.id/）の初期画面右上のプルダウンメニ

ューから意匠検索画面「Desain Industri」を選択する。 

プルダウンメニューには下記 4種の選択肢が用意されている。 

 

・ Paten：特許・実用新案 

・ Merek：商標 

・ Desain Industri：意匠 

・ Hak Cipta：著作権 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェブブラウザはMicrosoft Edge または Google Chromeを推奨する。Internet Exploler11では正しく

表示されないことに注意。 

 

このサイトでも「簡易検索」と「詳細検索」の 2種類の検索モード（方法）が用意されているが、一般に

は詳細検索を実行する。 

 

検索できるフィールド群は下表の 4種類にカテゴライズされている。 

 

 

 

  

インドネシア語 補足 

Cari Berdasarkan Nomor 番号情報 

Cari Berdasarkan Teks テキスト情報 

Cari Berdasarkan Tanggal 日付情報 

Cari Berdasarkan Lokasi 国籍情報 

http://www.dgip.go.id/
http://e-statushki.dgip.go.id/
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詳細検索画面 

 

 

 

 

番号情報 

法的状態 出願番号 

発行番号 

出願番号下 4桁 登録番号 

物品名称 クレームの数 

意匠に係る 
物品の説明 

創作者名 

テキスト情報 

優先権番号 

権利者名 

出願日 

権利満了日 

代理人国籍 

優先権主張国 創作者国籍 

権利者国籍 

代理人名 

国籍情報 

出願人国籍 

権利発効日 

出願年 

登録日 

公報発行日 

日付情報 
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検索結果一覧画面 

 
 

表示情報 

 ・Gambar ：代表図 

 ・Status  ：法律状態 

 ・Nomor Permohonan ：出願番号 

 ・Judul : 物品名称 

 

法律状態表示 

法律状態（原語） 表示例 日本語 

Berakhir (Kadaluarsa) 
 

権利満了 

Dalam Proses 
 

係属中 

Dibatalkan 
 

取消 

Didaftar 
 

登録 

Ditarik Kembali 
 

取下 

Ditolak 
 

拒絶 

 

 

  

法律状態 
法律状態または物品名称を 

クリックして詳細情報を表示 
満了 

係属中 

取消 

登録 

取下 

拒絶 

法律状態でフィルタリング 

出願人国籍別

出願数 

番号テキスト情報、日付で並び替え 
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願書ダウンロード、書誌情報 PDF 出力 

 
 

代表図にカーソルを合わせると、Download Permhonan（願書ダウンロード）、Ekspor PDF（PDF 出力）

の表示が現れる。2018 年 1 月現在、願書ダウンロードはできないが（Directory access is forbidden の

表示）、PDF出力では書誌情報を PDF でダウンロードすることができる。 
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詳細情報画面 

 
詳細表示情報 

・JUDUL：物品名称    Kegunaan Produk：意匠に係る物品の説明 

・GAMBAR：代表図   PRIORITAS：優先権情報 

・UNDUH BERKAS：ダウンロードファイル ・Nomor：優先権番号 

・EKSPOR PDF：PDF出力   ・Tanggal：優先権日 

・STATUS：法律状態   ・Kewarganegaraan：優先権主張国 

・KLAIM：請求項の数   PEMILIK：出願人・権利者情報 

・TANGGAL PENERIMAAN：出願日  ・Nama：出願人・権利者名 

・TANGGAL PENGUMUMAN：公報発行日 ・Alamat：出願人・権利者住所 

・TANGGAL PENDAFATARAN：登録日 ・Kewarganegaran：出願人・権利者国籍 

・NOMOR PERMOHONAN：出願番号  PENDESAIN：創作者情報 

・NOMOR PENGUMUMAN：公報番号  ・Nama：創作者名 

・NOMOR PENDAFTARAN：登録番号  ・Alamat：創作者住所 

・TANGGAL KEPEMILIKAN：権利発効日 ・Kewarganegaran：創作者国籍 

・TANGGAL KADALUARSA：権利満了日 KONSULTAN：代理人情報 

・KLASIFIKASI LOCARNO ：ロカルノ分類   
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ダウンロードファイル 

 
  

・STATUS：法律状態  

・NOMOR PERMOHONAN：出願番号 

・TANGGAL PENERIMAAN：出願日 

・NOMOR PENGUMUMAN：公報発行番号 

・TANGGAL PENGUMUMAN：公報発行日 

・NOMOR PENDAFTARAN：登録番号 

・TANGGAL PENDAFTARAN：登録日 

・TANGGAL KEPEMILIKAN：権利発効日 

・TANGGAL KADALUARSA：権利満了日 

・KLASIFIKASI KODE LOCARNO：ロカルノ分類 

・PRIORITAS：優先権 

・NAMA PEMILIK：出願人・権利者名 

・NAMA INVENTOR：創作者名 

・NAMA KONSULTAN：代理人名 

・ALAMAT KONSULTAN：代理人住所 

・JUDUL：物品名称 

・KEGUNAAN PRODUK：意匠に係る物品の説明 

・KLAIM：請求項の数 

・GAMBAR：代表図 
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１．４ 意匠データベース DGIP e-Status 検索・表示項目留意点 

 

DGIP 検索データベースの Desain industi（意匠）を対象とした「簡易検索」および「詳細検索」画面で

検索できる項目、および検索結果に表示される項目の一覧を下表に示す。さらにいくつかの項目につ

いて検索時にあたって注意すべき事項を説明する。 
 
項目 項目（原語表記） 簡易検索 詳細検索 結果表示 PDF 公報 

物品名称 Judul ○ ○ ○ ○ 

代表図 Gambar   ○ ○ 

意匠に係る物品の説明 Kegunaan Produk △ ○ ○ ○ 

クレーム Klaim   ○ ○ 

クレーム（構成） Konfigurasi ○ ○ ○  

クレーム（構図） Komposisi Garis ○ ○ ○  

クレーム（形状） Bentuk ○ ○ ○  

クレーム（色彩の組み合わせ） Komposisi Warna ○ ○ ○  

ロカルノ分類 Klasifikasi LOCARNO   ○  

ロカルノ分類コード Klasifikasi Kode LOCARNO    ○ 

出願番号 Nomor Permohonan ○ ○ ○ ○ 

出願番号連番部 Nomor Urut Permohonan △ ○ △  

登録番号 Nomor Pendaftaran △ ○ ○ ○ 

優先権 Prioritas    ○ 

優先権番号 Nomor Prioritas  ○ ○  

公報番号 Nomor Pengumuman ○ ○ ○ ○ 

出願年 Tahun Permohonan  ○ △  

出願日 Tanggal Penerimaan  ○ ○ ○ 

登録日 Tanggal Pendaftaran  ○ ○ ○ 

公報発行日 Tanggal Pengumuman  ○ ○  

権利発効日 Tanggal Kepemilikan   ○ ○ ○ 

権利満了日 Tanggal Kadaluarsa  ○ ○ ○ 

意匠権者 Nama Pemilik Desain Industri ○ ○ ○  

出願人・権利者名 Nama Pemilik    ○ 

創作者名 Nama Penemu Desain Industri ○ ○ ○  

Nama Inventor    ○ 

代理人名 Nama Konsultan ○ ○ ○ ○ 

法律状態 Status  △ ○ ○ 

法律状態（権利満了） Berakhir (Kadaluarsa)   ○  

法律状態（係属中） Dalam Proses   ○  

法律状態（取消） Dibatalkan   ○  

法律状態（登録） Didaftar   ○  

法律状態（取下） Ditarik Kembali   ○  

法律状態（拒絶） Ditolak   ○  

基礎出願国 Asal Permohonan  ○   

出願人・権利者国籍 Kewarganegaraan Pemilik  ○ ○  

創作者国籍 Kewarganegaraan Inventor  ○ ○  

代理人国籍 Kewarganegaraan Konsultan  ○ ○  

代理人住所 Alamat Konsultan    ○ 

優先権主張国 Kewarganegaraan Prioritas  ○ ○  

簡易検索における△は検索可能であるが正確に検索できない項目、詳細検索における△は選

択不可になっている項目、結果表示における△は出願番号に包含されて表示される項目 
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特記事項 

 

１）番号検索 

各種番号（出願番号、優先権番号、公報番号、登録番号）の検索が可能であり、前方一致、後方一

致、中間一致検索が可能である。 

記号番号体系の番号（出願番号、公報番号）は簡易検索でも問題ないが、記号がない番号体系（優

先権番号、登録番号）は簡易検索では正確な検索ができない。 

 

出願番号 Axx-yyyy-nnnnn 

（x：00、01、02、03、05、06、07、08、09、10、11、12、13、15、16、17、21、22、23、24、27、 

 28、30、33、99のいずれかの 2桁の番号） 

（y：西暦 4桁） 

（n：5桁の番号） 

 

公報番号  nnn/DI/yy 

（n：3桁の番号） 

（y：西暦下 2桁） 
 

意匠番号 nnnnn 

（n：5桁の番号） 

 

２）日付検索 

特許・実用新案、商標検索同様に各種日付（出願年、公開日、権利開始日、登録日、権利抹消日、

優先権日）の検索が可能となった。 

検索項目入力・検索結果表示ともに(dd/mm/yyyy)の形式。 

検索項目入力ボックス横のカレンダーアイコンをクリックし、表示されたカレンダーから日付を選択す

る方法でのみ有効である。  

 

３）意匠分類検索（ロカルノ分類） 

意匠分類検索はできない。 

 

４）キーワード検索 

物品名称（Judul）、意匠に係る物品の説明（Kegunaan Produk）でインドネシア語による検索。 

いずれも部分一致検索であるが*や？等のワイルドカード検索は機能しない。 

 

商標検索においては、簡易検索画面で３文字未満の検索はエラーとなるが、意匠検索では３文字や

２文字で検索してもエラーにはならない。 

 

Klaim での検索 

クレームとして、Konfigurasi（構成）、Komposisi Garis（構図）、Bentuk（形状）、Komposisi Warna（色彩

の組み合わせ）と登録されているものは、簡易検索・詳細検索ともにこれらの語で検索可能。 
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5）法律状態 

詳細検索でＳｔａｔｕｓ：（法律状態）を選択するプルダウンメニューがあるが、動作しない。 

検索結果表示画面において画面左に表示されている法律状態のチェックを外すことによって、

Berakhir(Kadaluarsa)：満了、Dalam Proses：係属中、Dibatalkan:取消、Didaftar：登録、Ditarik 

Kembali:取下、Ditolak：拒絶での絞り込み検索が可能。 
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２．意匠検索データベース PDKI 取扱い説明（概略） 
２０１７年１０月にインドネシア知的財産権総局のデータベースとして Pangkalan Data PDKI 

(http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2)が公開された。 

 特許・実用新案とともに意匠、商標検索ページがある。 

検索、表示のインターフェースは、ASEAN各国の特許情報を串刺し検索できる「ASEAN 

PATENTSCOPE」（特許・実用新案のみ検索できる DBであり、別報告）とほぼ同様であるが、PDKIの

検索フィールド、表示項目、説明等はインドネシア語である。 

 

意匠検索画面 

 
 

 

検索結果一覧画面 

 
詳細表示(STATUS) 

 

詳細検索画面では、各種検索 

フィールドの追加ができる。 

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
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３．考察・まとめ 

  

 DGIP e-Status では、タイやベトナム同様、検索画面（用語での検索）は原語であるインドネシア語が

要求され、内容の表示もインドネシア語である点が難点である。英語で表記されている一部情報につい

ては英語でも検索、表示が可能となっているが、英語表記での収録はごくわずかである。 

 しかし、特許・実用新案の検索と同様、意匠でも法律状態での絞り込みが可能であることは、自社、他

社出願状況の生死の確認などができる利点などは便利である。 

 

 他方、別報告の ASEAN DesignView は、検索項目、検索結果表示項目などのインターフェースが英

語で構成されており、Status（法律状態）などいくつかの項目も英語で表記されているが、Indication 

product、Owner Name、Designer name および Address などは、インドネシア語を入力して検索する必要

があり、表示もインドネシア語となること、および外国出願人名の検索・表示も DGIP e-Status 同様、英

語表示される点では変わりない。 

 ASEAN DesignView の表示項目などは多いが、情報が収録されていないことも多い。 

 また、現状の ASEAN DesignView（ASEAN TMview も同様）では、繰り返して検索することができず、1

回の検索ごとに新しい検索画面を開かないと検索できない、という不便があり、DGIP e-Status より使い

にくい。 

 

 2017 年 10 月に、同じ DGIP 内に従来のDGIP e-Status とは別に、新たに Pangkalan Data PDKI

（http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2）というシステムが立ち上げら

れた。本データベースは e-Status より収録タイムラグを短くした速報性あるデータベースとして登場した

が、現時点では e-Status との収録の差は確認できていない。 

 意匠検索においても DGIP e-Status 同様、インドネシア語での検索、表示となる。 
 

 いずれも基本情報が把握できる点では有用であるが、データ収録の点ではASEAN DesignView は

DGIP e-Status に劣る年代もあり（2004 年～2006 年収録）、インドネシアの意匠調査はインドネシア知

的財産権総局(DGIP)によるのがよい。 
 

 ASEAN DesignView の詳細については、別途報告する「ASEAN における各国横断検索が可能な産

業財産権データベースの調査報告」をご覧いただきたい。 
  

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
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第５章 商標 
１．商標検索データベース DGIP e-Status 

１．１ 検索データベース仕様一覧 

商標 

URL (検索) http://e-statushki.dgip.go.id/  

言語  
検索：インドネシア語 

表示：インドネシア語 

検索条件項目 

Cari Berdasarkan Nomor（番号検索） 

Nomor Permohonan（出願番号） 

Nomor Pengumuman（公報番号） 

Nomor Pendaftaran（登録番号） 

Nomor Prioritas（優先権番号） 

Nomor Urut Permohonan（出願番号連番部） 

Kode Merek（分類番号） 

Cari Berdasarkan Teks（テキスト検索） 

Jenis Merek（商標タイプ） 

Status（法律状態） 

Nama Merek （商標の名称） 

Klasifikasi （分類） 

Translasi （翻訳） 

Nama Konsultan （代理人名） 

Uraian Klasifikasi （分類説明） 

Nama Pemilik Merek（出願人・権利者名） 

Cari Berdasarkan Tanggal（日付検索） 

Tanggal Permohonan（出願年） 

Tanggal Penerimaan（出願日） 

Tanggal Pengumuman（発行日） 

Tanggal Kepemilikan（権利開始日） 

Tanggal Pendaftaran（登録日） 

Tanggal Kadaluarsa（権利抹消日） 

Tanggal Prioritas（優先権日） 

Cari Berdasarkan Lokasi（所在地検索） 

Asal Permohonan（基礎出願国） 

Kewarganegaraan Pemilik Merek（出願人・権利者国籍） 

Kewarganegaraan Prioritas（優先権主張国） 

Kewarganegaraan Konsultan（代理人国籍） 

STATUS （法律状態） 

入手可能情報 

検索結果一覧画面 

Gambar（代表図面） 

Status（法律状態） 

Nomor Permohonan（出願番号） 

Nama Merek（商標の名称） 

 

 

http://e-statushki.dgip.go.id/
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商標 

詳細表示画面 

Unduh Berkas（ダウンロードファイル）   

Ekspor PDF（PDF出力） 

Status（法律状態）  

Jenis Merek（商標のタイプ） 

Tanggal Penerimaan（出願日） 

Tanggal Pengumuman（公報発行日） 

Tanggal Pendaftaran（登録日） 

Nomor Permohonan（出願番号）  

Nomor Pengumuman（公報番号） 

Nomor Pendaftaran（登録番号） 

Kelas Nice（ニース分類） 

Tanggal Kepemilikan（権利開始日）  

Tanggal Kadaluarsa（権利抹消日） 

Translasi（翻訳） 

Nama Pemilik Merek（出願人・権利者名） 

Alamat Pemilik（出願人・権利者住所） 

Kewarganegaraan Pemilik Merek（出願人・権利者国籍） 

Nama Konsultan（代理人名） 

Alamat Konsultan（代理人住所） 

Kewarganegaraan Konsultan（代理人国籍） 

Prioritas（優先権） 

Nama Merek（商標名称） 

Deskripsi kelas（指定商品・指定役務） 

Gambar（代表図面） 
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１．２ 商標レコード収録数 

 

本節では検索データベースに収録された商標レコードの収録数を紹介する。 

下図はインドネシア知的財産権総局（DGIP)の検索データベースに収録された商標の収録数を、

ASEAN TMview 、WIPO Global Brandおよび WIPOのホームページで公開された商標出願件数と比

較したものである。 

調査日は 2018年 1月 28日である。 

 

 
出願年 

 グラフ補足 

 ID サイト（DGIP e-Status）件数数値： 

商標出願件数は、出願年で検索して得られた件数。 

 ASEAN TMview サイト件数数値： 

商標出願件数は、出願年で検索して得られた件数。 

 Global Brand サイト件数数値： 

商標出願件数は、以下の検索式での各年毎の出願日付検索により求めたもの。 

From 01-01-2001 TO 31-12-2001 

 WIPOサイト件数数値： 

http://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/profile.jsp?code=ID の

「Trademark Applications」の件数一覧表の Resident / Non-Resident 列のそれぞれの

件数を合計した数字。 

 
 

 商標出願件数については、2004 年～2016 年は ID サイト（DGIP e-Status）、ASEAN TMview 、Global 

Brand はほぼ同数の収録があり、2017 年以降はASEAN TMview の収録にタイムラグが見られる。 

WIPOサイトの統計数字は 2001 年～2003 年については ASEAN TMview の数字より多いが、2004

年以降については、ID サイト（DGIP e-Status）、Asean TMview、Global Brand の数字より少なくなって

いる。 
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１．３ 検索データベース DGIP e-Status 取扱い説明 

 

インドネシア知的財産権総局（DJKI）のウェブサイト（http://www.dgip.go.id/）から特許・実用新案検索

と同様に簡易検索画面で Merek（商標）を選択して、簡易検索を実施する。 

 

 

簡易検索画面（http://e-statushki.dgip.go.id/） 

 
 

詳細検索画面に移るには、検索フィールドと種別選択の間にあるプルダウンメニュー（③）をクリックす

る。 

 ウェブブラウザはMicrsoft Edge または google Chrome推奨。 

 Internet Explolerの場合、簡易検索画面の上に詳細検索画面のようなものが表示されるが、正しく

表示されない。 

 

 

  

① ② 
③ 

http://www.dgip.go.id/
http://e-statushki.dgip.go.id/
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詳細検索画面 
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検索項目 

Cari Berdasarkan Nomor：番号検索 

・Nomor Permohonan  ：出願番号 

・Nomor Pengumuman ：公報番号 

・Nomor Pendaftaran ：登録番号 

・Nomor Prioritas ：優先権番号 

・Nomor Urut Permohonan ：出願番号連番部 

・Kode Merek ：分類番号 

Cari Berdasarkan Teks：テキスト検索 

・Jenis Merek ：商標タイプ 

（Pilih Jenis Merek ：商標タイプを選択 とあるが、選択不可） 

・Status ：法律状態 

（Pilih Status ：ステータスを選択 とあるが、選択不可） 

・Nama Merek ：商標の名称 

・Translasi ：翻訳 

・Klasifikasi ：分類 

・Uraian Klasifikasi ：分類説明 

・Nama Konsultan ：代理人名 

・Nama Pemilik Merek ：出願人・権利者名 
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Cari Berdasarkan Tanggal：日付検索 

・Tahun Permohonan ：出願年 

・Tanggal Penerimaan ：出願日 

・Tanggal Kepemilikan ：権利開始日 

・Tanggal Pengumuman ：公報発行日 

・Tanggal Pendaftaran ：登録日 

・Tanggal Kadaluarsa ：権利抹消日 

・Tanggal Prioritas ：優先権日 

Cari Berdasarkan Lokasi：地域検索 

・Asal Permohonan ：基礎出願国 

・Kewarganegaraan Pemilik Merek ：出願人・権利者国籍 

・Kewarganegaraan Prioritas ：優先権主張国 

・Kewarganegaraan Konsultan ：代理人国籍 
 

検索結果一覧画面 

 
 

表示情報 

 ・Gambar ：代表図面 

 ・Status  ：法律状態 

 ・Nomor Permohonan ：出願番号 

 ・Nama Merek ：商標の名称 
 

  

法律状態 
法律状態または物品名称号を 

クリックして詳細情報を表示 満了 

係属中 

取消 

登録 

取下 

拒絶 

番号テキスト情報、日付で並び替え 

出願人国籍別

出願数 

法律状態でフィルタリング 
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法律状態表示 

法律状態（原語） 表示例 日本語 

Berakhir (Kadaluarsa) 
 

権利満了 

Dalam Proses 
 

係属中 

Dibatalkan 
 

取消 

Didaftar 
 

登録 

Ditarik Kembali 
 

取下 

Ditolak 
 

拒絶 

 

 

願書ダウンロード、書誌情報 PDF 出力 

 
 

代表図にカーソルを合わせると、Download Permhonan（願書ダウンロード）、Ekspor PDF（PDF 出力）

の表示が現れる。2018 年 1 月現在、願書ダウンロードはできないが（Directory access is forbidden の

表示がでる）、PDF出力では書誌情報を PDF でダウンロードすることができる。 
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詳細情報画面 
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詳細表示情報 

・NAMA MEREK ：商標の名称 

・GAMBAR ：図面 

・UNDUH BERKAS ：ダウンロードファイル 

・EKSPOR PDF ：PDF 出力 

・STATUS ：法律状態 

・JENIS MEREK ：商標のタイプ 

・TANGGAL PENERIMAAN ：出願日 

・TANGGAL PENGUMUMAN ：公報発行日 

・TANGGAL PENDAFTARAN ：登録日 

・NOMOR PERMOHONAN ：出願番号 

・NOMOR PENGUMUMAN ：公報番号 

・NOMOR PENDAFTARAN ：登録番号 

・KELAS NICE ：ニース分類 

・TANGGAL KEPEMILIKAN ：権利開始日 

・TANGGAL KADALUARSA ：権利抹消日 

・Translasi ：翻訳 

PEMILIK ：出願人・権利者情報 

・NAMA ：名称 

・Alamat ：住所 

・Kewarganegaran ：国籍 

KONSULTAN ：代理人情報 

・NAMA ：名称 

・Alamat ：住所 

・Kewarganegaran ：国籍 
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ダウンロードファイル 
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詳細表示情報 

・STATUS ：法律状態  

・JENIS MEREK ：商標のタイプ 

・NOMOR PERMOHONAN ：出願番号 

・TANGGAL PENERIMAAN ：出願日 

・NOMOR PENGUMUMAN ：公報番号 

・TANGGAL PENGUMUMAN ：公報発行日 

・NOMOR PENDAFTARAN ：登録番号 

・TANGGAL PENDAFTARAN ：登録日 

・TANGGAL KEPEMILIKAN ：権利開始日 

・TANGGAL KADALUARSA ：権利満了日 

・DESKRIPSI KELAS ：指定商品・指定役務 

・PRIORITAS ：優先権 

・NAMA PEMILIK ：出願人・権利者名 

・NAMA KONSULTAN ：代理人名 

・ALAMAT KONSULTAN ：代理人住所 

・NAMA MEREK ：商標の名称 

・TRANSLASI ：翻訳 

・GAMBAR ：図面 
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１．４ 商標データベース DGIP e-Status 検索・表示項目留意点 

 

この検索データベースはMerek（商標）を対象とした「検索ボックス」から「詳細検索」画面で検索でき

る項目、および検索結果に表示される項目の一覧を下表に示す。さらにいくつかの項目について検索

時にあたって注意すべき事項を説明する。 

 
項目 項目（原語表記） 簡易検索 詳細検索 結果表示 PDF 公報 

番号情報 Nomor  ○ ○  

出願番号 Nomor Permohonan ○ ○ ○ ○ 

公報番号 Nomor Pengumuman ○ ○ ○  

登録番号 Nomor Pendaftaran △ ○ ○  

優先権番号 Nomor Prioritas △ ○ ○  

出願番号連番部 Nomor Urut Permohonan △ ○ △  

テキスト情報 Teks ○ ○ ○  

商標タイプ Jenis Merek  △ ○ ○ 

法律状態 Status △ △ ○ ○ 

法律状態（権利満了） Berakhir (Kadaluarsa)   ○  

法律状態（係属中） Dalam Proses   ○  

法律状態（取消） Dibatalkan   ○  

法律状態（登録） Didaftar   ○  

法律状態（取下） Ditarik Kembali   ○  

法律状態（拒絶） Ditolak   ○  

商標の名称 Nama Merek △ ○ ○ ○ 

代理人名 Nama Konsultan △ ○ ○ ○ 

翻訳 Translasi △ ○ ○ ○ 

分類説明 

指定商品・指定役務 

Uraian Klasifikasi △ ○   

Deskripsi kelas   ○ ○ 

Kode Merek △ ○   

Klasifikasi △ ○ ○  

Kelas Nice △  ○  

日付情報 Tanggal  ○ ○  

出願年 Tanggal Permohonan  ○ △  

出願日 Tanggal Penerimaan  ○ ○ ○ 

公報発行日 Tanggal Pengumuman  ○ ○  

権利開始日 Tanggal Kepemilikan  ○ ○ ○ 

登録日 Tanggal Pendaftaran  ○ ○  

権利抹消日 Tanggal Kadaluarsa  ○ ○ ○ 

優先権 Prioritas    ○ 

優先権日 Tanggal Prioritas  ○   

地域情報 Lokasi  ○ ○  

基礎出願国 Asal Permohonan  ○ ○  

出願人・権利者国籍 Kewarganegaraan Pemilik 

Merek 
 ○ ○  

優先権主張国 Kewarganegaraan Prioritas  ○   

代理人国籍 Kewarganegaraan 

Konsultan 
 ○ ○  

出願人・権利者名 Nama Pemilik Merek  ○ ○ ○ 

出願人・権利者住所 Alamat Pemilik   ○  

代理人住所 Alamat Konsultan   ○  

優先権 Prioritas   ○  

図面 Gambar   ○ ○ 
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簡易検索における△は検索可能であるが正確に検索できない項目、詳細検索における△は選択不可に

なっている項目、結果表示における△は出願番号に包含されて表示される項目 

 

特記事項 

 

１）番号検索 

各種番号（出願番号、優先権番号、登録番号）の検索が可能であり、前方一致、後方一致、中間一

致検索が可能である。 

 

入力形式（詳細検索） 

出願番号 TｘｘYYYYNNNNNN  

T：商標の種類  

Ｄｘｘ（新規・商品），Ｊｘｘ（新規・役務），Ｋｘｘ（結合商標），Ｒｘｘ（更新・商品）Ｖｘｘ（更新・役務）  

ｘｘは 2桁の数字またはアルファベット 

YYYY：西暦年（但し、出願年と一致しない例外有り） 

NNNNNN：各年度の連番数字 6桁固定。上位桁の“0”を省くとヒットしない。 

 

優先権番号 優先権主張国の番号体系による。 

 

公報番号 BRMAのあとに 4桁の番号（番号中に Aが入ることあり）で構成されている 

 

登録番号 NNNNNN（N：6桁以内の数字） 

 

２）日付検索 

特許・実用新案、商標検索同様に各種日付（出願年、公開日、権利開始日、登録日、権利抹消日、

優先権日）の検索が可能となった。 

検索項目入力・検索結果表示ともに(dd/mm/yyyy)の形式。 

検索項目入力ボックス横のカレンダーアイコンをクリックし、表示されたカレンダーから日付を選択す

る方法でのみ有効である。  

 

３）商標分類検索（ニース分類） 

商品・サービスにかかる国際商標分類（第 1類～第 45類）について検索可能である。ただし、第 1～9

類までについて、例えば、第 8類を検索する場合、8と入力する必要があるが、第 18類、第 28類を

含んだ部分一致として検索される。また、08と入力して検索するとヒット件数が 0件となる。 

 

入力形式（詳細検索） N又は NN 1~45の数字 
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４）用語検索 

 商標の名称（Nama Merek）、 （Translasi）、分類（Klasifikasi）、分類の説明（Uraian Klasifikasi）ではイ

ンドネシア語で検索する。いずれも部分一致検索である。 

詳細検索画面において、2018 年 1月 30 日時点で、商標の名称(Nama Merek)で film と検索すると、

370 件ヒットするが、films では 72 件がヒットする。film での検索では fulfilment もヒットすることから部分

一致検索が行われていることがわかる。（1 文字以上のアルファベットでも検索できる。#、$、%、&、+な

どの記号を入力すると当該文字を含む商標が検索可能である。） 

但し、簡易検索画面では 3文字以上入力する必要がある。 

5）法律状態 

詳細検索でＳｔａｔｕｓ：（法律状態）を選択するプルダウンメニューがあるが、動作しない。検索結果表示

画面において画面左に表示されている法律状態のチェックを外すことによって、Berakhir：満了、

Dalam Proses：係属中、Dibatalkan:取消、Didaftar：登録、Ditarik Kembali:取下、Ditolak：(拒絶)での

絞り込みが可能。 
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２．商標検索データベース PDKI 取扱い説明（概略） 

２０１７年１０月にインドネシア知的財産権総局の特許・実用新案データベースとして Pangkalan Data 

PDKI(http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2)が公開された。 

 特許・実用新案とともに意匠、商標検索ページがある。 

検索、表示のインターフェースは、ASEAN各国の特許情報を串刺し検索できる「ASEAN 

PATENTSCOPE」（特許・実用新案のみ検索できる DBであり、別報告）とほぼ同様であるが、PDKIの

検索フィールド、表示項目、説明等はインドネシア語である。 

 

商標検索画面 

 
 

検索結果一覧画面 

 
   

  

詳細検索画面では、各種検索 

フィールドの追加ができる。 

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
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詳細表示画面 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

  

画面下部 

画面上部 



 

 

82 

 

３．考察・まとめ  
 

 インドネシアの商標は、データ収録の観点からは 2001年以降、2016年出願分まではインドネシア知

的財産権総局データベース(DGIP e-Status)の収録数と ASEAN TMview、WIPO Global Brand

（Indonesia Trademark Database）の収録数はほぼ同じであることが確認できた。 

 2017年 10月に、同じ DGIP内に従来のDGIP e-Status とは別に、新たに Pangkalan Data PDKI

（http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2）というシステムが立ち上げら

れた。本データベースは e-Statusより収録タイムラグを短くした速報性あるデータベースとして登場した

が、現時点では e-Statusとの収録の差は確認できていない。 

 

 商標検索においても DGIP e-Status と同等の収録数であり、インドネシア語での検索、表示となること

も同じである。 

 

 DGIP e-Status（新規システムである DGIP PDKIも同様）では、タイやベトナムのデータベースと同様、

検索画面（用語での検索）は原語であるインドネシア語が要求され、内容の表示もインドネシア語である

点が難点である。英語で表記されている一部情報については英語でも検索、表示が可能となっている。 

 しかし、特許・実用新案、意匠検索と同様、商標でも法律状態での絞り込みが可能であることは、自社、

他社出願状況の生死の確認などができる点などは便利である。 

 

 ASEAN TMview は、検索項目、検索結果表示項目などのインターフェースが英語で構成されており、

status（法律状態）などいくつかの項目も英語で表記されているが、商標名称や出願人・権利者名などは、

インドネシア語を入力して検索する必要があり、表示もインドネシア語となること、および外国出願人名

の検索・表示も DGIP e-Status 同様、英語表示される点では変わりない。 

 ASEAN TMviewの表示項目などは多いが、情報が収録されていないことも多い。 

 また、現状の ASEAN TMviewでは、繰り返して検索することができず（新たな検索条件で検索しても

「・・Loading」となって、新しい検索画面を開かないと検索できない、という不便があり、DGIPより使いに

くい。 

 

 また、WIPOの Global Brand Databaseでは、有効期限、イメージ類似検索による絞り込みなど DGIP 

e-Status や ASEAN TMviewにもない機能を有している。 

Global Brand Databaseと Indonesia Trademark Databaseは、入口（URL）が違うものの、また、両デー

タベース間には、若干、検索項目に違いがあるもののデータの収録は同一であり、データベースの検索

結果に差異はない。 

 

 したがって、インドネシアの商標調査では、インドネシア知的財産権総局データベース(DGIP e-

Status)と WIPO の Global Brand データベースの併用をお勧めする。 
 

ASEAN TMview、Global Brand Database の詳細については、別途報告する「ASEAN における各国横

断検索が可能な産業財産権データベースの調査報告」をご覧いただきたい。 
 

 

 

 

 

 

  

http://pdki-indonesia.dgip.go.id/wopublish-search/public/trademarks?2
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第６章 公報データベース（共通） 
１．公報データベース仕様一覧 

特許・実用新案 

URL (公報) http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018 

言語 インドネシア語 

入手可能情報 

Nomor Dokumen （公報番号） 

Jenis Publikasi （公報種別） 

Judul Invensi （発明の名称） 

IPC（国際特許分類） 

No. Permohonan Paten （出願番号） 

Tanggal Penerimaan Permohonan Paten （出願日） 

Nomor Prioritas （優先権番号） 

Tanggal Prioritas （優先権日） 

Negara yang memberikan Hak Prioritas （優先権主張国） 

No Pengumuman （公開番号） 

Tanggal Pengumuman Paten （公開日） 

Nama dan Alamat yang Mengajukan Permohonan Paten  

（出願人・権利者名・住所） 

Nama Inventor （発明者名） 

Nama dan Alamat Konsultan Paten （代理人名・住所） 

Abstrak （要約） 

Gambar （図面） 

意匠 

URL (公報) http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018 

言語 インドネシア語 

入手可能情報 

Nomor Permohonan （出願番号） 

Tanggal Penerimaan （出願日） 

Prioritas（優先権） 

Kelas Locarno（ロカルノ分類） 

Judul Desain（物品名称） 

Klaim （クレーム） 

Nama Pemohon （出願人） 

Alamat Pemohon（出願人住所） 

Pendesain （創作者名） 

Nama Kuasa （代理人名） 

Alamat Kuasa （代理人住所） 

 

 

 

  

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018
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商標 

URL (公報) http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018 

言語 インドネシア語 

入手可能情報 

Nomor Permohonan （出願番号） 

Tanggal Penerimaan （出願日） 

Prioritas （優先権） 

Nama Pemilik （出願人・権利者名） 

Alamat Pemilik （出願人・権利者住所） 

Nama Kuasa （代理人名） 

Alamat Kuasa （代理人住所） 

Nama Merek （商標名称） 

Arti bahasa/huruf/angka asing （言語/数字/文字） 

Uraian Warna （色の説明） 

Kelas Barang/Jasa （商品/役務の分類） 

Uraian Barang/Jasa （商品/役務の説明） 

地理的表示 

URL (公報) http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis 

言語 インドネシア語 

入手可能情報 

Nama Indikasi Geografis （地理的表示名称） 

Tanggal Penerimaan （収録日） 

（FD：Filling Date） 

Nomor Agenda （検討番号） 

Yth （指定機関） 

Dari （審査機関） 

Hal （処分） 

Nama Pemohon （出願人名） 

Alamat Pemohon （出願人住所） 

Tanggal Pengajuan （出願日） 

Jenis Barang/Prodllk （役務/商品種別） 

Label lndikasi-geografis （地理的表示ラベル画像） 

 

 

  

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis
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２．公報データベース取扱い説明 

 

インドネシア知的財産権総局（DGIP）の WEBサイトでは、「商標」・「特許・実用新案」・「意匠」・「地理

的表示」の 4種について、オフィシャルジャーナル（以降単にジャーナルと呼ぶ）を参照する機能が用意

されている。本報告書では、これを「公報データベース」と称する。本節では、それぞれの公報データベ

ースをアクセスするための手順を紹介する。 

 

ＩＤ庁トップのサイト(http://www.dgip.go.id/)から中央部の BERITA RESMI / GAZETTE HAK 

KEKAYAAN INTELEKTUAL (HKI)を選択する。 

 
 

下記のサイトが立ち上がる。 

 
 

Berita Resmi Merek Dagang/Jasa 商標公報データベース 

Berita Resmi Paten/Paten Sederhana 特許/実案公報データベース 

Berita Resmi Desain Industri 意匠公報データベース 

Berita Resmi Indikasi Geografis 地理的表示公報データベース にアクセスする。 

http://www.dgip.go.id/
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-kekayaan-intelektual-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-kekayaan-intelektual-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis
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以下の URLから直接アクセスすることも可能 

 

１） 特許・実用新案 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018 

２） 意匠 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018 

３） 商標 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018 

４） 地理的表示 

 http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis 
 

 

２．１ 特許・実用新案 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018を入力すると以下の画面が開く。 

この画面から 2018年に発行された特許・実用新案の「A公報（公開公報）」のジャーナルを閲覧する

とができる。 

             

最新の情報は Berita Resmi Paten No. 561（Official Patent News No. 561）或いは Berita Resmi Paten 

Sederhana No. 561（Official Patent Simple News No. 561）をクリックする。 

  

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/images/ki-images/pdf-files/publikasi/publikasi_paten/2018/brp561.pdf
http://www.dgip.go.id/images/ki-images/pdf-files/publikasi/publikasi_paten/2018/brps561.pdf
http://www.dgip.go.id/images/ki-images/pdf-files/publikasi/publikasi_paten/2018/brps561.pdf
http://www.dgip.go.id/images/ki-images/pdf-files/publikasi/publikasi_paten/2018/brps561.pdf
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各ジャーナル PDFファイルには下図のような各案件の書誌事項・要約・代表図が収録されている。同

国特許法では公開特許の請求項・詳細な説明は開示対象と定められておらず、ジャーナルから得られ

る情報は検索データベース表示画面から得られる情報を超えるものではない。 

 

    
 

2016年、2017年の公報を確認する場合には http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018右

下部の Official Patent News 2017 、Official Patent Year 2016のリンクをクリックする。 

またＩＤ庁トップのサイト(http://www.dgip.go.id/)の下記赤枠部分をクリックすると下図右図のようなリン

クが表れる。 

 
Announcement of Receipt of KI Application for the End of 2017 

には年金支払いを行わないと失効するリストが現れる。 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2017
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2017
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2017
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-paten-tahun-2016
http://www.dgip.go.id/
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 下記は上記リストを Google翻訳したもの。 

Patent Certificate to be printed and must make payment before printing (update 22 January 2018) 

Announcement of Receipt of KI Application for the End of 2017 

印刷される特許証明書、印刷前に支払いを行わなければならない 

Winner Announcement of Poster Contest and Furniture Design Contest Year 2017 

Poster Contest and Indonesian Furniture Design Contest 

Service Information 

Determination of Service Standard KI 

Notice of Intellectual Property Certificate Taking (July 2017) 

Winner Announcement of Batik Design Competition Year 2017 

Guidelines for Batik Design Competition 

Inclusion of Electronic Documents in Submission of a Patent Application 

Cash Management of the Receiving Treasurer of the Directorate General of Intellectual Property 

Intellectual Property Award (WIPO AWARDS) Year 2017 

World Intellectuals Day 2017 Campaign 

Essay Competition 

Decision of the Director General of Intellectual Property on the Application Form of the Mark 

Regulation of the Minister of Law and Human Rights No. 67 Year 2016 About Brand Registration 

Law of the Republic of Indonesia no. 20 of 2016 on Brands and Geographical Indications 

Notice of Intellectual Property Certificate Taking (November) 

PP no. 45 Year 2016 About PNBP Applicable At KEMENKUMHAM 

Presentation of Intellectual Property Application Documents 

Notice of Intellectual Property Certificate Taking (October) 

Notice of Intellectual Property Certificate Taking (September) 

Intellectual Property Certificate Taking Notice (August) 

Payment Notice of Intellectual Property Certificate 

Notice of Intellectual Property Certificate Taking (July) 

 

Announcement of Receipt of KI Application for the End of 2017のリンクをクリックすると 

2018年 1月 22日時点の失効案件のリスト一覧が提示される。 

一覧表は PDFファイルであり、電子テキストを得ることはできない。 
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２．２ 意匠 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018)を入力すると以下の画面が開く。 

 

 
最新データの Berita Resmi Desain Industri No 1/DI/2018をクリックすると一覧表と

 
書誌、要約、代表図面が表示される（３件/頁）。 検証日 2018/1/29 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/images/ki-images/pdf-files/publikasi/publikasi_di/2018/brdi-1-2018.pdf
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 過去の案件を表示したい場合には http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018で 

Berita Resmi Desain Industri Tahun 2016 

Berita Resmi Desain Industri Tahun 2017 

のリンクをクリックすることで同様に閲覧が可能 

 

  

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-desain-industri-tahun-2018


 

 

91 

 

２．３ 商標 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018)を入力すると以下の画面が開く。 

 

 
最新の情報である赤枠をクリックすると一覧表、書誌・要約・図面が表示される。 

 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018
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過去の商標を確認したい場合には 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018   

Berita Resmi Merek Tahun 2017 

Berita Resmi Merek Tahun 2016 

のリンクを選択することで内容の確認ができる。 

2017年であれば月ごとに発行された商標は 

上部の月を示すタグで切り替えが可能。 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2018
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2017
http://www.dgip.go.id/berita-resmi-merek-tahun-2016
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商標の場合は、2016年 11月 25日に発効された改正商標法と、旧法の双方に準拠させるために、

新法の元で発行されたジャーナル、旧法に従って発行されたジャーナルが別々に表示されている。 
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２．４ 地理的表示 

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis)を入力すると以下の画面が開く。 

 

赤枠には最新の情報が記載されている。 

 
個別情報 

 
 

 

  

http://www.dgip.go.id/berita-resmi-indikasi-geografis
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以下に地理的表示ジャーナルの一例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

96 

 

第７章 統計情報 
１．産業財産権の権利化期間 

 

一般に新興国では、その国の特許法上で出願から公開までの期間をたとえば 18 か月と定めて

いたとしても、実際に案件が公開されるまでに相当の期間を要することが知られている。さらに各庁

では大量のバックログ（審査待ち案件）を抱え、登録までの期間も非常に長くなっている。 

 

本節では同国知財庁サイトの「e-Status Kekayaan Intelektual」データベース上の案件データから

算出した公開までに要した期間、および登録までに要した期間を報告する。単に平均期間を計算す

るだけでなく、期間の分布をグラフ化し、どの程度のバラツキが存在するのか、年ごとのバラツキがど

のように変化しているのかを体感できるようにする。さらに権利種別（特許・実案）ごと、出願人国籍ご

と、出願ルートごと、技術分野ごとの傾向も可視化する。 

 

本節では下表に○印を付与した個々の集合についての経過期間分布グラフを紹介する。 

 

 

出願～公開 出願～登録 

特許 実案 特許 実案 

全案件 ○ ○ ○ ○ 

出願人国籍 

・当国 ○ ○ ○ ○ 

・当国以外 ○ ○ ○ ○ 

出願ルート 

・PCT ○  ○  

・パリルート ○  ○  

・Local ○  ○  

技術分野 

・電気工学 ○  ○  

・機器 ○  ○  

・化学 ○  ○  

・・有機・バイオ・医薬   ○  

・・無機材料   ○  

・・化学工学   ○  

・機械工学 ○  ○  

・その他 ○  ○  

 

□ 出願人国籍 

 

「e-Status Kekayaan Intelektual」データベースの書誌表示画面にて「PEMEGANG PATEN」

情報の中の「Kewarganegaran」フィールドに表示される情報を使用して出願人国籍を分類した。 
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案件によっては国籍の異なる複数の出願人から出願されたものもある。インドネシア国籍の

出願人が含まれている案件を、「当国」出願人による案件と分類した。 

 

しかしこの出願人国籍情報は、必ずしもデータベースに収録された全件に付与されているわ

けではなく、このフィールドからは国籍を把握できない案件も存在する。これらの国籍不明案件

は「当国以外」には含めていない。国籍を判定できる出願人が含まれており、かつインドネシア

国籍出願人が含まれない案件だけを「当国以外」の出願人による案件と分類した。 

 

□ 出願ルート 

PCT 

 

2013 年までに出願された案件のうち PCT 国内移行案件（以下 PCT 案件とする）は、出

願番号第 1桁に「W」が付与されており、どの案件が PCT 案件なのかを明確に識別すること

ができる。しかし 2014 年以降に出願された特許案件では出願ルートに関係なくすべて「P」に

統一され、出願番号から PCT 案件を特定することができない。これらについては「PDKI」サイ

トから得られる PCT出願番号情報を使用して、PCT 案件を特定した。 

 

パリルート 

 

書誌表示画面に表示される優先権情報をもとに、国外案件を優先権主張している案件で

あって、前記の「PCT 案件」に含まれないものをパリルート案件として分類した。 

 

Local 

 

PCT 案件・パリルート案件のいずれにも分類されないものを、同国に第一国出願された

Local 案件として分類した。 

 

□ 技術分野 

 

「e-Status Kekayaan Intelektual」データベースの書誌表示画面にて表示される IPC 情報を

使用し、「電気工学」・「機器」・「化学」・「機械工学」・「その他」の第 1階層 5分野に分類した。

詳細な分類方法（コンコーダンスリスト）は日本特許庁から発行された「平成２８年度 特許出願

動向調査報告書（概要） －マクロ調査－」報告書の「第２節 技術分野別解析」を参照のこと。

（https://www.jpo.go.jp/shiryou/pdf/gidou-houkoku/h28/28_macro.pdf） 

 

この報告書では「その他」分野にも IPC コードの対応が規定されている。よって「その他」分

野に分類される案件は、「電気工学」～「機械工学」の４分野の IPC が付与されていない案件を

表すものではなく、同報告書で規定された IPC が付与された案件である。新興国では IPC が付

与されていない案件も存在する。これら IPC が付与されていない案件群は、いずれの技術分野

の集合にも含まれないことに注意。 

 

  

https://www.jpo.go.jp/shiryou/pdf/gidou-houkoku/h28/28_macro.pdf
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「化学」分野については前記のコンコーダンスリストでは、更に 11 種類に分類されている。本

報告書では、この 11 種類の分類を下表のように 3種にまとめてグラフ化した。 

 

JPO 報告書 本報告書での分類 

･･有機化学・化粧品 

･･有機・バイオ・医薬 

･･バイオテクノロジー 

･･製薬 

･･高分子化学・ポリマー 

･･食品化学 

･･基礎材料化学 
･･無機材料 

･･無機材料・冶金 

･･表面加工 

･･化学工学 
･･マイクロ構造・ナノテクノロジー 

･･化学工学 

･･環境技術 

 

□ 期間情報 

 

出願から公開まで、および出願から登録までの期間は、「e-Status Kekayaan Intelektual」デ

ータベースの書誌表示画面にて表示される出願日・公開日・登録日の 3種の日付情報につい

て、それぞれの日付値から月未満の値を切り捨てした「年月値」を使用して算出した。期間抽出

に使用したフィールドを下図に示す。 

 

 
 

「出願～公開」については公開年月値から出願年月値を減じた値を経過月数値として使用

した。「出願～登録」については登録年月値から出願年月値を減じた結果を 12 で除算した値を

経過年数値として使用した。 

 

なお本来ならば「審査期間」を求めるためには、審査請求日から登録査定までの期間を計算

すべきである。しかし、このデータベースでは審査請求日が表示されない。このため出願日を起

点として登録までの期間を算出したものである。 

 

 

  

出願日 

公開日 登録日 
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１．１ 出願日から公開日までの期間 

（１） 特許 

□ 全案件 

 

2014 年以降は出願から公開までの期間の最頻値は 12～18 か月の間に安定している。公開まで

何年も要するような傾向は確認出来ない。 

 

 
 

 

□ 出願人国籍/インドネシア 

 

ここからは出願人国籍と公開までの期間の間に、何らかの傾向があるかどうかを紹介する。 

 

2008 年頃以降に「～12 か月」と「～24 か月」に二極化していた。しかし 2016 年以降は「～18 か

月」の案件も増加し、分布の傾向が変わっている。しかし平均値・最頻値には大きな変動は見られな

い。 
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□ 出願人国籍/インドネシア以外 

 

2013 年までの平均期間は８か月程度であったものが、２０１４年頃以降は公開までの期間が増加

していることがわかる。 

 

 
 

 

□ 出願ルート/PCT 

 

続いて出願ルートごとの経過期間を紹介する。 

 

PCT 出願案件については「出願人国籍/インドネシア以外」の集合と同様の傾向を示している。こ

れは同国以外の国籍の出願人の多くは PCT出願を使用しているためと考えられる。 
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□ 出願ルート/パリルート 

 

パリルート案件も、「出願人国籍/インドネシア以外」の集合と同様の傾向を示している。2017 年に

はそれまでに比べて何倍もの件数の案件が公開されている。しかし今の時点では 2017 年公開件数

の増加と確定できない。データベースで開示される各種書誌情報自体に収録タイムラグがある場合

には、PCT案件をパリルート案件と混同してしまうこともある。継続して傾向を確認したい。 

 

 
 

□ 出願ルート/Local 

 

同国に第一国出願された案件だけを母集団として経過期間をグラフ化すると、2014 年以降の公

開期間遅延の傾向は確認されない。前記したように経過期間の起算日は、データベース書誌表示

画面上で「TANGGAL PENERIMAAN」フィールドに表示された日付値である。この日付が INID コー

ド(22)の「出願日」と同一である保証はない。 

 

PCT 案件・パリルート案件の「出願日」が、Local 案件の「出願日」と意味合いが異なっている可能

性を示唆している。特に 2014 年は、PCT 案件の出願番号が「W」から「P」に統合されたタイミングで

あり、このとき以降に出願日の扱いが変わった可能性がある。 
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□ 技術分野/電気工学 

 

続いて技術分野ごとに経過期間の違いがあるかどうかを紹介する。まずは電気工学分野の分布。 

 

 
 

 

□ 技術分野/機器 

 

技術分野/機器に分類される案件だけを母集団として分布を確認しても、技術分野/電気工学と

大きな違いは見当たらない。 
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□ 技術分野/化学 

 

技術分野/化学も同様。公開までの期間は他の技術分野と差はなし。 

 

 
 

 

□ 技術分野/機械工学 

 

技術分野/機械工学についても同様。 
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□ 技術分野/その他 

 

最後に技術分野/その他。出願から公開までの期間は、技術分野ごとの差は確認されなかった。 
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（２） 実用新案 

□ 全案件 

 

続いて実用新案について出願から公開までの期間を紹介する。まずは全ての案件を母集団とし

た分布。特許と異なりバラツキが小さく非常に安定している。これは実用新案出願人の多数がインド

ネシア国籍の出願人であり、PCTやパリルートではなく同国を第一国出願する Local 案件がほとん

であることが要因と想定される。 
 

 
 

□ 出願人国籍/インドネシア 

 

インドネシア国籍の出願人による案件だけを母集団とした分布。全案件の分布と大差なし。 
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□ 出願人国籍/インドネシア以外 

 

インドネシア国籍以外の出願人による案件を母集団とすると、インドネシア国籍出願人の分布より、

若干バラツキが大きいことがわかる。これもパリルート案件の「出願日」の扱いの違いが原因になって

いる可能性がある。 
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１．２ 出願日から登録日までの期間 

（１） 特許 

□ 全案件 

 

今度は出願から登録までの期間について同様の分析結果を報告する。2014 年頃までに比べると、

この数年は僅かに期間が長くなっていることがわかる。2017 年に登録された案件群では、出願から

の遅延期間が３年から１１年程度にばらついている。「登録年：2005 年」と「期間：～3年」の交点から

右下方向にサイズの小さいバブルが並んでいる。これは 2002 年に出願された案件数が極めて少な

いためである。 

 

 
 

□ 出願人国籍/インドネシア 

 

全案件を母集団とした分布と比較すると「～2年」のバブルサイズが大きく、登録までの期間が若

干短いことがわかる。しかし前記したように、実際の期間が短いわけではなく、PCT・パリルート案件の

出願日の扱いが原因になり、短めに見えているだけの可能性もある。経過期間とは関係がないが、こ

の 2年ほどインドネシア国籍出願人の登録件数が増えていることもわかる。 
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□ 出願人国籍/インドネシア以外 

 

インドネシア国籍でない出願人による案件だけを母集団とした分布。出願人国籍による大きな差

は見られず、我々日本人が同国で特許を権利化するためには３年から１１年程度、非常に長い期間

を要することがわかる。 
 

 
 

 

□ 出願ルート/PCT 

 

続いて出願ルートごとの分布の違いを検証する。まずは PCT案件を母集団とした分布。「出願人

国籍/インドネシア以外」とほぼ同様の傾向を示している。２０００年・２００１年に登録された案件数が

極めて小さいのは、同国の PCT加盟（効力発生）が１９９７年９月であり、まだ登録に至った案件が少

なかったため。 
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□ 出願ルート/パリルート 

 

続いてパリルート案件。同国の PCT 条約加盟以降はパリルート案件が大きく減少していることが

グラフから読み取れる。 

 

 
 

 

□ 出願ルート/Local 

 

インドネシアに第一国出願された案件群を母集団とした分布。これまでの傾向と同様に、1 年ほど

左側に分布している。これはおそらく PCT 案件・パリルート案件の出願日の扱いによるものと思われ

る。 

 

PCT・パリルート・Local と、分布の平均値・最頻値に僅かな差は見られるが、いずれも登録までに

11 年程度を要する案件も一定の比率で存在し、同国の審査期間の長さが確認された。このグラフ数

字だけからではバックログ（審査滞貨）の量は明かにはできないが、同国では相当量のバックログを

抱えていると考えるべき。 
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□ 技術分野/電気工学 

 

続いて技術分野ごとの期間の分布を比較検証する。まずは電気工学分野。全案件の分布との間

で大きな違いは確認されない。 

 

 
 

 

□ 技術分野/機器 

 

続いて機器分野。電気工学分野と大差なし。 
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□ 技術分野/化学 

 

次は化学分野。他の技術分野と大差はないが、2年以下の案件群のバブルが少々小さい傾向。

電気工学や機器と比べると平均値も数ヶ月程度長め。 
 

 
 

 

□ 技術分野/化学/有機・バイオ・医薬 

 

化学分野の中でもバイオ・医薬分野の案件は、審査期間が長いと言われている。そこで化学分野

については、「有機・バイオ・医薬」・「無機材料」・「化学工学」の 3種の下層分類を定義し、それぞれ

の下層分類ごとに期間分布を確認した。 

 

化学分野全体に比較すると、数ヶ月程度長めの傾向が確認される。しかし言い換えると、その差

は数ヶ月程度であり、バイオ・医薬関連特許の審査期間が、それほど異常に長いわけではないことも

わかる。 
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□ 技術分野/化学/無機材料 

 

無機材料については有機・バイオ・医薬に比べるとバブルが左側に寄っていることがわかる。また

分布のすそ野も若干狭いこともグラフから視認できる。 
 

 
 

 

□ 技術分野/化学/化学工学 

 

化学工学分野は無機材料分野と視認できるほどの差は確認されない。 
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□ 技術分野/機械工学 

 

化学の下層分類から離れて、次は機械工学分野の分布。化学分野に比較するとバブルが左寄り。

さらに期間のバラツキも小さい。電気工学分野や機器分野と比べると大きな差は見られない。 
 

 
 

 

□ 技術分野/その他 

 

その他分野の分布も、電気工学・機器・機械工学分野と大差なし。 
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（２） 実用新案 

□ 全案件 

 

実用新案についても登録までの期間分布をグラフ化した。特許と比べると明らかにバブルが左寄

り。特許に比べると平均期間も２年程度短め。一方で登録まで１０年を要する案件数もグラフから視

認できる程度に存在することがわかる。 

 

 
 

□ 出願人国籍/インドネシア 

 

実用新案についても出願人国籍ごとの分布を調査した。グラフの一番右側に記した「件数」数字

を見るとわかるように、「全案件」の「件数」と大差なし。実用新案のほとんどが同国に国籍を有する出

願人から出願されていることがわかる。 
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□ 出願人国籍/インドネシア以外 

 

インドネシア以外の国籍の案件群もグラフ化した。しかし案件数が非常に小さく、このグラフだけ

で分布を語るには力不足。 

 

 
 

１．３ 考察・まとめ 

 

2014 年頃を境に出願から公開までの期間が長くなっている。しかし 2013 年頃まで平均 8 ヶ月程

度であったものが、18 ヶ月程度に伸びたという程度であり、特許法で規定した 18 ヶ月を大きく上回る

ような遅延ではない。さらに期間が年々延びているという傾向は確認されていない。 

 

出願から登録までの間の経過期間については、11 年程度を要する案件も出願ルートを問わず一

定の比率で存在することがわかった。しかし平均期間は４～5年程度であり、他の新興国と比較して

一概に同国の審査期間が長いとも言えないレベルであった。 
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２．産業財産権の出願件数上位リスト 

２．１ 全出願人 

 

ここでは PCT ルート・パリルート案件もほぼ出揃ったと想定される２０１５年に出願された案件（特

許+実案）を母集団として、件数の多い 20 社（出願人）のランキングを紹介する。 

 

 出願人名 件数 

1 位 ホンダ グループ 158 件 

2 位 HALLIBURTON グループ 152 件 

3 位 トヨタ自動車 グループ 144 件 

4 位 新日鐵住金 グループ 112 件 

5 位 UNILEVER グループ 105 件 

6 位 DOW CHEMICAL グループ 105 件 

7 位 SAMSUNG グループ 94 件 

8 位 BASF グループ 93 件 

9 位 ヤマハ グループ 87 件 

10 位 ERICSSON グループ 85 件 

11 位 JFE グループ 83 件 

12 位 ユニ・チャーム グループ 80 件 

13 位 花王 グループ 80 件 

14 位 PHILIPS グループ 75 件 

15 位 HUAWEI グループ 72 件 

16 位 QUALCOMM グループ 63 件 

17 位 NESTLE グループ 60 件 

18 位 三菱重工業 グループ 59 件 

19 位 日産自動車 57 件 

20 位 パナソニック グループ 57 件 
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２．２ 日本国籍出願人 

 

続いて日本国籍の出願人に限定して、2015 年に出願された案件（特許+実案）を母集団としたと

きに、件数の多い 20社（出願人）のランキングを紹介する。「日本国籍」の判定は 7章 1節に記した

方法を使用しており、たとえば本田技研出願の特許であっても出願人国籍フィールドの値が「JP」で

ない案件は、ここの集計から外れていることに注意。 

 

 出願人名 件数 

1 位 ホンダ グループ 156 件 

2 位 トヨタ自動車 グループ 142 件 

3 位 新日鐵住金 グループ 112 件 

4 位 ヤマハ グループ 86 件 

5 位 JFE グループ 83 件 

6 位 ユニ・チャーム グループ 80 件 

7 位 花王 グループ 80 件 

8 位 三菱重工業 グループ 59 件 

9 位 日産自動車 57 件 

10 位 ソニー グループ 48 件 

11 位 日立 グループ 46 件 

12 位 パナソニック グループ 43 件 

13 位 シャープ グループ 35 件 

14 位 東芝 グループ 33 件 

15 位 住友化学 グループ 30 件 

16 位 KOBELCO グループ 28 件 

17 位 スズキ 28 件 

18 位 NEC グループ 27 件 

19 位 東レ グループ 27 件 

20 位 三菱電機 グループ 26 件 
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２．３ 技術分野ごと 

 

ここでは 2015 年に出願された案件（特許+実案）を母集団として、「電気工学」・「機器」・「化学」・

「機械工学」・「その他」の技術分野ごとの出願数上位 10 社（出願人）のランキングを紹介する。技術

分野の詳細は 7章 1節の説明を参照のこと。 

 

 

 
電気工学 機器 化学 

出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 ERICSSON グループ 74 ユニ・チャーム グループ 61 DOW CHEMICAL グループ 91 

2 位 HUAWEI グループ 58 花王 グループ 28 UNILEVER グループ 86 

3 位 FRAUNHOFER グループ 46 PHILIPS グループ 22 BASF グループ 75 

4 位 ZTE グループ 43 HALLIBURTON グループ 20 新日鐵住金 グループ 55 

5 位 LG グループ 42 日産自動車 13 JFE グループ 51 

6 位 QUALCOMM グループ 41 トヨタ自動車 グループ 11 ROCHE グループ 45 

7 位 SAMSUNG グループ 40 日立 グループ 11 花王 グループ 41 

8 位 ソニー グループ 36 NOVARTIS グループ 9 NOVARTIS グループ 37 

9 位 PHILIPS グループ 34 ホンダ グループ 9 BAYER グループ 35 

10 位 パナソニック グループ 27 瑞光 9 三菱重工業 グループ 34 

 

 

 
機械工学 その他 

出願人名 件数 出願人名 件数 

1 位 ホンダ グループ 106 HALLIBURTON グループ 115 

2 位 トヨタ自動車 グループ 89 PHILIP MORRIS グループ 19 

3 位 ヤマハ グループ 50 PHILIPS グループ 15 

4 位 新日鐵住金 グループ 46 東芝 グループ 13 

5 位 日産自動車 37 
BRITISH AMERICAN 

TOBACCO グループ 
12 

6 位 JFE グループ 25 WELLTEC 11 

7 位 SAINT GOBAIN グループ 22 NESTLE グループ 10 

8 位 NESTLE グループ 20 BAKER HUGHES 8 

9 位 井関農機 18 
NICOVENTURES 

HOLDINGS 
7 

10 位 アイシン グループ 17 SICPA グループ 7 

 

 
 

２．４ 考察・まとめ 

 

PCT ルート・パリルート案件が「出揃った」と想定される 2015 年出願については、全分野での上

位 20 社のうち日本企業が半数を占めている。特に「機械工学」分野に限定すると、上位 10 社中 8

社が日本企業という状況。日本企業が生産国や消費国としてインドネシアに注目していることが数字

から明らかになった。 
 

 

以上 
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